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(57)【要約】
【課題】工業的な製造が簡便であり、かつ光伝搬損失の
小さい光導波路を提供すること、並びに、該光導波路を
製造し得る光導波路クラッド材及び該光導波路クラッド
材を用いた光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを提
供すること。
【解決手段】（Ａ）酸性置換基を有するポリマーと、（
Ｂ）２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合
物と、（Ｃ）重合開始剤と、を含有し、（Ｂ）２つ以上
のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物として、（
Ｂ１）ポリエチレングリコールに由来する構造単位を有
するポリアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート
を含有する、光導波路クラッド材。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）酸性置換基を有するポリマーと、（Ｂ）２つ以上のエチレン性不飽和基を有する
重合性化合物と、（Ｃ）重合開始剤と、を含有し、
　（Ｂ）２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物として、（Ｂ１）６５℃に
おける粘度が２５ｍＰａ・ｓ以下である２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化
合物を含有する、光導波路クラッド材。
【請求項２】
　前記（Ｂ１）成分が、２つ以上のエチレン性不飽和基を有し、かつポリアルキレングリ
コール骨格を含む重合性化合物である、請求項１に記載の光導波路クラッド材。
【請求項３】
　前記２つ以上のエチレン性不飽和基を有し、かつポリアルキレングリコール骨格を含む
重合性化合物が、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート又はポリプロピレング
リコールジ（メタ）アクリレートである、請求項２に記載の光導波路クラッド材。
【請求項４】
　前記（Ｂ）成分の含有量が、前記（Ａ）成分と前記（Ｂ）成分の合計１００質量部に対
して２０～７０質量部である、請求項１～３のいずれか１項に記載の光導波路クラッド材
。
【請求項５】
　前記（Ｂ）成分中、前記（Ｂ１）成分の含有量が、前記（Ｂ）成分１００質量部に対し
て３０～９５質量部である、請求項１～４のいずれか１項に記載の光導波路クラッド材。
【請求項６】
　前記（Ｂ）成分として、さらに、（Ｂ２）６５℃における粘度が２５ｍＰａ・ｓを超え
る重合性化合物を含有する、請求項１～５のいずれか１項に記載の光導波路クラッド材。
【請求項７】
　前記（Ｂ２）成分が、２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物（但し、（
Ｂ１）成分は除く。）である、請求項６に記載の光導波路クラッド材。
【請求項８】
　（Ｃ）重合開始剤が、光ラジカル重合開始剤である、請求項１～７のいずれか１項に記
載の光導波路クラッド材。
【請求項９】
　さらに、（Ｄ）熱硬化性樹脂を含有する、請求項１～８のいずれか１項に記載の光導波
路クラッド材。
【請求項１０】
　（Ｄ）熱硬化性樹脂が、分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物、又は分子内に
エポキシ基とエチレン性不飽和基とを有する化合物から選ばれる１種以上である、請求項
９に記載の光導波路クラッド材。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の光導波路クラッド材を含有する光導波路クラッ
ド層形成用樹脂フィルム。
【請求項１２】
　基材フィルムと、請求項１～１０のいずれか１項に記載の光導波路クラッド材を含有す
る樹脂層と、保護フィルムとを有する、請求項１１に記載の光導波路クラッド層形成用樹
脂フィルム。
【請求項１３】
　コア層と、請求項１１又は１２に記載の光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを用い
て形成したクラッド層とを有する、光導波路。
【請求項１４】
　コア部において、コア部を形成するコア材に、クラッド層を形成するクラッド材が混入
して形成されてなる部位を有する、請求項１３に記載の光導波路。
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【請求項１５】
　コア部において、前記コア材に前記クラッド材が混入して形成されてなる部位が１０～
９０体積％を占める、請求項１４に記載の光導波路。
【請求項１６】
　クラッド層において、クラッド層を形成するクラッド材に、コア部を形成するコア材が
混入して形成されてなる部位を有する、請求項１３～１５のいずれか１項に記載の光導波
路。
【請求項１７】
　波長８５０ｎｍにおける光伝搬損失が、０．２５ｄＢ／ｃｍ以下である、請求項１３～
１６のいずれか１項に記載の光導波路。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光導波路クラッド材、該光導波路クラッド材を用いた光導波路クラッド層形
成用樹脂フィルム、及び該光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを用いた光導波路に関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子素子間及び配線基板間の高速及び高密度信号伝送において、従来の電気配線
による伝送では信号の相互干渉及び減衰が障壁となり、高速及び高密度化の限界が見え始
めている。これを打ち破るため、電子素子間及び配線基板間を光で接続する技術、いわゆ
る光インタコネクションが検討されている。光の伝送路としては、加工が容易であり、低
コストであり、さらに配線の自由度が高く、かつ高密度化が可能であるという観点から、
ポリマー光導波路が注目を集めている。
　ポリマー光導波路の形態としては、光電気混載基板への適用を想定したガラスエポキシ
樹脂基板上に作製するタイプ、ボード同士の接続を想定した硬い支持基板を持たないフレ
キシブルタイプが好適と考えられる。
【０００３】
　ポリマー光導波路には、適用される機器の使用環境及び部品実装等の観点から、透明性
（低光伝搬損失）と共に高耐熱性も要求される。また、光配線設計の自由度向上、デバイ
スの高機能化、工程簡略化等の要求に従い、露光及び現像により要求されるパターンを自
由に形成可能な材料であることが望まれている。現像方法としては、溶剤現像型とアルカ
リ現像型が想定されるが、環境負荷及び安全性の観点から、アルカリ現像型が望まれてい
る。
　このような要望に対応する光導波路材として、（メタ）アクリル重合体を使用したもの
（例えば、特許文献１参照）が知られている。特許文献１に記載の（メタ）アクリル重合
体を使用した光導波路用樹脂組成物は、アルカリ現像可能であり、波長８５０ｎｍにおい
て０．３ｄＢ／ｃｍの光伝搬損失を有するが、求められる光による高速及び高密度信号伝
送において、この数値は必ずしも充分ではない。
【０００４】
　そこで、本発明者等は、次のクラッド層とコアパターンとを有する光導波路を開発した
（特許文献２参照）。
　つまり、第１のクラッド層と、
　光信号の光路を形成する前記第１のクラッド層に積層されたコアパターンと、を備え、
　前記コアパターンは、前記光路の方向に伸びるコア周面と前記コア周面の内側に形成さ
れたコア本体とを有し、
　前記コア周面は、前記第１のクラッド層に接触した接触コア周面と前記接触コア周面以
外の非接触コア周面とを有し、
　前記コア本体には、前記コア本体のうち前記非接触コア周面から所定の範囲の非接触面
近傍コア領域と、前記コア本体のうち前記非接触面近傍コア領域以外のコア中央領域とが
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有り、
　前記非接触面近傍コア領域の屈折率は、前記コア中央領域の屈折率より小さい、光導波
路である。
　該特許文献２の光導波路により、光伝搬損失のさらなる低減が達成された。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第４２４１８７４号公報
【特許文献２】特開２０１５－２１５４６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、コアパターンの構造が与える光伝搬損失への影響は把握しきれないとい
うのが実情であり、光伝搬損失をさらに低減し得るコアパターンを有する光導波路のさら
なる開発が切望されている。
　そこで、本発明の課題は、工業的な製造が簡便であり、かつ光伝搬損失の小さい光導波
路を提供すること、並びに、該光導波路を製造し得る光導波路クラッド材及び該光導波路
クラッド材を用いた光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは鋭意検討を重ねた結果、（Ａ）酸性置換基を有するポリマーと、（Ｂ）２
つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物と、（Ｃ）重合開始剤と、を含有し、
（Ｂ）２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物として、（Ｂ１）６５℃にお
ける粘度が２５ｍＰａ・ｓ以下である２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合
物を含有する光導波路クラッド材、及び該光導波路クラッド材を用いた光導波路クラッド
層形成用樹脂フィルムであれば、前記課題を解決し得ることを見出し、本発明に至った。
【０００８】
　即ち、本発明は、下記［１］～［１７］に関するものである。
［１］（Ａ）酸性置換基を有するポリマーと、（Ｂ）２つ以上のエチレン性不飽和基を有
する重合性化合物と、（Ｃ）重合開始剤と、を含有し、（Ｂ）２つ以上のエチレン性不飽
和基を有する重合性化合物として、（Ｂ１）６５℃における粘度が２５ｍＰａ・ｓ以下で
ある２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物を含有する、光導波路クラッド
材。
［２］前記（Ｂ１）成分が、２つ以上のエチレン性不飽和基を有し、かつポリアルキレン
グリコール骨格を含む重合性化合物である、上記［１］に記載の光導波路クラッド材。
［３］前記２つ以上のエチレン性不飽和基を有し、かつポリアルキレングリコール骨格を
含む重合性化合物が、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート又はポリプロピレ
ングリコールジ（メタ）アクリレートである、上記［２］に記載の光導波路クラッド材。
［４］前記（Ｂ）成分の含有量が、前記（Ａ）成分と前記（Ｂ）成分の合計１００質量部
に対して２０～７０質量部である、上記［１］～［３］のいずれかに記載の光導波路クラ
ッド材。
［５］前記（Ｂ）成分中、前記（Ｂ１）成分の含有量が、前記（Ｂ）成分１００質量部に
対して３０～９５質量部である、上記［１］～［４］のいずれかに記載の光導波路クラッ
ド材。
［６］前記（Ｂ）成分として、さらに、（Ｂ２）６５℃における粘度が２５ｍＰａ・ｓを
超える重合性化合物を含有する、上記［１］～［５］のいずれかに記載の光導波路クラッ
ド材。
［７］前記（Ｂ２）成分が、２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物（但し
、（Ｂ１）成分は除く。）である、上記［６］に記載の光導波路クラッド材。
［８］（Ｃ）重合開始剤が、光ラジカル重合開始剤である、上記［１］～［７］のいずれ
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かに記載の光導波路クラッド材。
［９］さらに、（Ｄ）熱硬化性樹脂を含有する、上記［１］～［８］のいずれかに記載の
光導波路クラッド材。
［１０］（Ｄ）熱硬化性樹脂が、分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物、又は分
子内にエポキシ基とエチレン性不飽和基とを有する化合物から選ばれる１種以上である、
上記［９］に記載の光導波路クラッド材。
［１１］上記［１］～［１０］のいずれかに記載の光導波路クラッド材を含有する光導波
路クラッド層形成用樹脂フィルム。
［１２］基材フィルムと、上記［１］～［１０］のいずれかに記載の光導波路クラッド材
を含有する樹脂層と、保護フィルムとを有する、上記［１１］に記載の樹脂フィルム。
［１３］コア層と、上記［１１］又は［１２］に記載の光導波路クラッド層形成用樹脂フ
ィルムを用いて形成したクラッド層とを有する、光導波路。
［１４］コア部において、コア部を形成するコア材に、クラッド層を形成するクラッド材
が混入して形成されてなる部位を有する、上記［１３］に記載の光導波路。
［１５］コア部において、前記コア材に前記クラッド材が混入して形成されてなる部位が
１０～９０体積％を占める、上記［１４］に記載の光導波路。
［１６］クラッド層において、クラッド層を形成するクラッド材に、コア部を形成するコ
ア材が混入して形成されてなる部位を有する、上記［１３］～［１５］のいずれかに記載
の光導波路。
［１７］波長８５０ｎｍにおける光伝搬損失が０．２５ｄＢ／ｃｍ以下である、上記［１
３］～［１６］のいずれかに記載の光導波路。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、工業的な製造が簡便であり、かつ光伝搬損失の小さい光導波路を提供
すること、並びに、該光導波路を製造し得る光導波路クラッド材及び該光導波路クラッド
材を用いた光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の光導波路クラッド材を用いて作製した光導波路の例を示す断面図である
。
【図２】本発明の光導波路の構成例を示す断面図である。
【図３】光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを、下部クラッド層、コア部及び上部ク
ラッド層に用いて形成する光導波路の製造方法を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明者らは、以前、アルカリ現像に用いられる光導波路形成用樹脂組成物において、
アルカリ現像のプロセスによってコア部（コアパターンとも称する）を形成したときのコ
ア部の表層にアルカリカチオンが残存し、これに起因して全光線透過率の低下、あるいは
黄変を引き起こし、結果として光損失が悪化するという現象を捉えた。そしてその原因を
分析し、ポリマーの屈折率に関するＬｏｒｅｎｔｚ－Ｌｏｒｅｎｚの式の近似式
　　屈折率ｎ　≒　定数ａ×分極（α）×材料密度（Ｖ）＋ｂ
を想定し、この式において、上記式の材料密度（Ｖ）に着目した。そして、アルカリ現像
の影響を受ける表層の材料密度（Ｖ）が小さくなれば、コア部の表層の屈折率が低下し、
屈折率の高いコア内部を光が多く伝搬し、光伝搬損失を向上できるのではないかと想定し
て、材料全体の特性及び材料の成分面から検討した（特許文献２参照）。
　本発明者らは、さらなる検討によって、コアパターンの外周周辺部と中心部との間の屈
折率変化を緩やかな分布とすることで光伝搬損失の小さい光導波路を提供できるのではな
いかと考えた。そこで、光導波路のクラッド層の原料、つまり光導波路クラッド材（以下
、単にクラッド材と称することがある）をコア部へ浸透させる方法を検討した。具体的に
は、コア部を形成する際に架橋反応をさせないか又は架橋反応の程度を抑えておき、且つ
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クラッド層を形成する際に特定のクラッド材（光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム）
を用いることによって、クラッド層を形成しながらクラッド材をコア部の内部へ浸透させ
ることができた。これにより、コア部のより内部においても大きな屈折率分布を有するコ
ア部を形成することができ、光伝搬損失のより小さい光導波路の製造に成功した。
　以下、本発明の実施態様の一つについて詳述する。
【００１２】
　本発明では、コアパターンの外周周辺の少なくとも一部の屈折率が、コアパターンの中
心の屈折率よりも小さくなっている。より詳細には、コアパターンの中心から外周（後述
する上部クラッド層側）へ向けて、屈折率が少しずつ小さくなっている部位を有し、屈折
率の高い領域と低い領域との間では、屈折率の変化が連続的になっているため、これは、
いわゆるＧＩ型（グレーテッドインデックス型）の屈折率分布に属する。これにより、コ
アパターンを伝搬する光は、より一層、コアパターン中心寄りで伝搬することとなり、そ
のためにコアパターンの側壁の荒れの影響を受けにくくなり、さらなる低光伝搬損失化が
可能となる。また、コア部の外側に、さらに屈折率の低い下部クラッド層及び／又は上部
クラッド層を有することで、さらなる低光伝搬損失化が可能となる。
【００１３】
　以上の原理に基づいて、本発明のクラッド材を用いて作製した光導波路の例を図１に示
す。図１において、（ａ）は光導波路の断面図を模式的に表した図であり、（ｂ）は光導
波路に形成されたコア部断面の一つ（点線で囲んだ部分）を拡大して撮影した写真である
。
　図１は、コアパターン中心部３とコアパターン外周周辺部４のおおよその位置を示した
コアパターン２を有する光導波路１を示す。上部クラッド層５を形成するクラッド材がコ
アパターン２内へ浸透していること、並びにコアパターン外周周辺部４の外側にさらに屈
折率の低い下部クラッド層６及び下部クラッド層６の上に上部クラッド層５が配置されて
いることにより、コアパターン２を伝搬する光のうち、コアパターン外周周辺部４の外側
に漏れ出そうとする光を、非常に効率的にコアパターン２内に留めることができる。この
ような光導波路であると、例えば、直線状のコアパターン２を伝搬する光は、コアパター
ン中心部３を伝搬しやすく、低光伝搬損失となり、コアパターン２の曲げ等によってコア
パターン２の外側に漏れ出そうとする光は、屈折率差のより大きい下部クラッド層６又は
上部クラッド層５とコアパターン２との間で全反射されるため、光伝搬損失が発生しにく
くなる。
【００１４】
［光導波路クラッド材］
　前記形態を実現するための本発明のクラッド材は、（Ａ）酸性置換基を有するポリマー
と、（Ｂ）２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物と、（Ｃ）重合開始剤と
、を含有し、（Ｂ）２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物として、（Ｂ１
）６５℃における粘度が２５ｍＰａ・ｓ以下である２つ以上のエチレン性不飽和基を有す
る重合性化合物を含有するものである。ここで、光導波路クラッド材又はクラッド材とは
、クラッド層の原料の混合物を指す。
　このようなクラッド材を用いることにより、クラッド層形成時にクラッド材がコア部へ
効率的に浸透するため、コア部が前記の特性を示し、これにより、コアパターンを伝搬す
る光はコアパターンの比較的中心付近を主に伝搬するようになり、低光伝搬損失化が可能
となる。
　以下、本発明のクラッド材の各成分について詳述する。
【００１５】
（（Ａ）成分：酸性置換基を有するポリマー）
　（Ａ）成分の酸性置換基を有するポリマーの酸性置換基としては、例えば、カルボキシ
ル基、スルホン酸基、フェノール性水酸基、アルコール性水酸基、アミノ基等が挙げられ
、水酸基、カルボキシル基が好ましい。
　（Ａ）成分としては、酸性置換基を有する（メタ）アクリルポリマーが好ましく、水酸
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基及びカルボキシル基からなる群から選択される少なくとも１つを有する（メタ）アクリ
ルポリマーがより好ましく、水酸基を有する（メタ）アクリルポリマーがさらに好ましい
。なお、（メタ）アクリルとは、アクリル及び／又はメタクリルを意味する。
　酸性置換基を有する（メタ）アクリルポリマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸
、各種（メタ）アクリル酸エステル［（メタ）アクリル酸アルキルエステル、（メタ）ア
クリル酸ヒドロキシアルキルエステル等］、（メタ）アクリルアミド等の（メタ）アクリ
ル系モノマーのホモポリマー又はコポリマー；前記（メタ）アクリル系モノマーと他の重
合性不飽和基含有モノマー（例えば、スチレン、α－メチルスチレン、マレイン酸無水物
等）等とのコポリマーなどが好ましく挙げられる。
　（Ａ）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　（Ａ）成分としては、より具体的には、カルボキシル基を有する重合性化合物（Ａ－１
）に由来する構造単位を有するポリマーであることが好ましい。（Ａ）成分は、前記（Ａ
－１）成分と共に、さらに、水酸基を有する重合性化合物（Ａ－２）に由来する構造単位
及び前記（Ａ－１）及び（Ａ－２）成分以外の重合性化合物（Ａ－３）に由来する構造単
位からなる群から選択される少なくとも１つの構造単位を有するコポリマーであってもよ
く、前記（Ａ－１）成分に由来する構造単位と前記（Ａ－３）成分に由来する構造単位と
を有するコポリマーであることが好ましい。
【００１６】
（Ａ－１）成分について；
　カルボキシル基を有する重合性化合物（Ａ－１）としては、例えば、アクリル酸、メタ
クリル酸、クロトン酸等のモノカルボン酸；マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、メサ
コン酸、イタコン酸等のジカルボン酸；２－サクシノロイルエチル（メタ）アクリレート
、２－マレイノロイルエチル（メタ）アクリレート、２－ヘキサヒドロフタロイルエチル
（メタ）アクリレート等の、カルボキシル基及びエステル結合を有する（メタ）アクリル
酸誘導体などが挙げられる。これらの中でも、アクリル酸、メタクリル酸、２－ヘキサヒ
ドロフタロイルエチル（メタ）アクリレートが好ましく、アクリル酸、メタクリル酸がよ
り好ましく、メタクリル酸がさらに好ましい。
　（Ａ－１）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００１７】
（Ａ－２）成分について；
　水酸基を有する重合性化合物（Ａ－２）としては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－クロロ－２－ヒ
ドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等
の水酸基含有脂肪族（メタ）アクリレート；２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（
メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（ｏ－フェニルフェノキシ）プロピル（メタ
）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（１－ナフトキシ）プロピル（メタ）アクリレー
ト、２－ヒドロキシ－３－（２－ナフトキシ）プロピル（メタ）アクリレート等の水酸基
含有芳香族（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
　但し、カルボキシル基と水酸基との両方を有する重合性化合物である場合は、カルボキ
シル基を有するものであることを優先し、（Ａ－１）成分として分類される。
　これらの中でも、低光伝搬損失の観点から、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレー
ト、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アク
リレート等の脂肪族（メタ）アクリレート；２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（
メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（ｏ－フェニルフェノキシ）プロピル（メタ
）アクリレート等の芳香族（メタ）アクリレートが好ましく、脂肪族（メタ）アクリレー
トがより好ましく、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートがさらに好ましい。
　（Ａ－２）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００１８】
（Ａ－３）成分について；
　前記（Ａ－１）及び（Ａ－２）成分以外の重合性化合物（Ａ－３）は、主として、（Ａ
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）成分である酸性置換基を有するポリマーの機械的特性、透明性及び屈折率を制御できる
。
　このような重合性化合物としては、（メタ）アクリル酸エステルが好ましく、（メタ）
アクリルアルキルエステルがより好ましい。該（メタ）アクリルアルキルエステルとして
は、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ
）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレ
ート、ブトキシエチル（メタ）アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、ヘキシ
ル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ヘプチル（メタ）
アクリレート、オクチルヘプチル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレート、
デシル（メタ）アクリレート、ウンデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アク
リレート、トリデシル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ペン
タデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ
）アクリレート、ベヘニル（メタ）アクリレート等が挙げられる。これらの中でも、低光
伝搬損失の観点から、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチ
ル（メタ）アクリレートが好ましく、メチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アク
リレートがより好ましい。
　（Ａ－３）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。（Ａ
－３）成分としては、２種以上を併用することが好ましく、メチル（メタ）アクリレート
とブチル（メタ）アクリレートとを併用することがより好ましい。
【００１９】
　（Ａ）成分において、カルボキシル基を有する重合性化合物（Ａ－１）に由来する構造
単位の含有率は、３～６０モル％であることが好ましい。３モル％以上であるとフィルム
が低タック傾向にあり、フィルムの取り扱い性が向上する。６０モル％以下であれば、後
述する基材へのクラッド材の積層の際、基材に対し、高密着力となる傾向にある。以上の
観点から、５～５０モル％であることがより好ましく、１０～４０モル％であることがさ
らに好ましく、２０～４０モル％であることが特に好ましい。
【００２０】
　（Ａ）成分において、水酸基を有する重合性化合物（Ａ－２）に由来する構造単位の含
有率は、０～５０モル％であることが好ましい。５０モル％以下であれば、フィルムタッ
クが小さい且つ、基材との密着性が良好となる傾向にある。以上の観点から、０～３５モ
ル％であることがより好ましく、０～１５モル％であることがさらに好ましく、０～５モ
ル％であることが特に好ましい。
【００２１】
　（Ａ）成分において、前記（Ａ－１）成分及び前記（Ａ－２）成分以外の重合性化合物
（Ａ－３）に由来する構造単位の含有率は、（Ａ－１）成分に由来する構造単位、（Ａ－
２）成分に由来する構造単位、及び（Ａ－３）成分に由来する構造単位の合計が１００モ
ル％となる量である。
　（Ａ）成分の機械的特性、透明性及び屈折率を制御する観点からは、（Ａ－３）成分に
由来する構造単位の含有率は、３０～９７モル％であることが好ましい。３０モル％以上
であると低光伝搬損失が充分となる傾向にあり、９７モル％以下であれば、フィルムが低
タック傾向にあり、フィルムの取り扱い性が向上する。以上の観点から、３０～９０モル
％であることがより好ましく、５０～９０モル％であることがさらに好ましく、６０～８
０モル％であることが特に好ましい。
　なお、（Ａ）成分において、前記（Ａ－１）～（Ａ－３）成分に由来する構造単位の含
有率は、上記の各構成単位の含有率から、合計が１００質量％となるようにそれぞれ選択
される。
　特に、（Ａ）成分が前記（Ａ－１）成分に由来する構造単位と前記（Ａ－３）成分に由
来する構造単位とを有するコポリマーである場合、前記（Ａ－１）成分に由来する構造単
位と前記（Ａ－３）成分に由来する構造単位との含有比率［（Ａ－１）：（Ａ－３）］に
特に制限はないが、モル比で、好ましくは１０：９０～５０：５０、より好ましくは２０
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：８０～５０：５０である。
【００２２】
　（Ａ）成分の製造方法に特に制限はないが、例えば、前記（Ａ－１）～（Ａ－３）成分
を、適切な重合開始剤（好ましくはラジカル重合開始剤）を用いて重合又は共重合させる
ことにより、（Ａ）成分を得ることができる。このとき、必要に応じて、有機溶剤を用い
ることもできる。
【００２３】
　重合開始剤としては、特に制限されるものではないが、例えば、メチルエチルケトンパ
ーオキシド、シクロヘキサノンパーオキシド、メチルシクロヘキサノンパーオキシド等の
ケトンパーオキシド；１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロヘキサン、１，１－
ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－２－メチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチル
パーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパ
ーオキシ）シクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－ト
リメチルシクロヘキサン等のパーオキシケタール；ｐ－メンタンヒドロパーオキシド等の
ヒドロパーオキシド；α，α’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ジイソプロピルベンゼン
、ジクミルパーオキシド、ｔ－ブチルクミルパーオキシド、ジ－ｔ－ブチルパーオキシド
等のジアルキルパーオキシド；オクタノイルパーオキシド、ラウロイルパーオキシド、ス
テアリルパーオキシド、ベンゾイルパーオキシド等のジアシルパーオキシド；ビス（４－
ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネート、ジ－２－エトキシエチルパーオ
キシジカーボネート、ジ－２－エチルヘキシルパーオキシジカーボネート、ジ－３－メト
キシブチルパーオキシカーボネート等のパーオキシカーボネート；ｔ－ブチルパーオキシ
ピバレート、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレート、１，１，３，３－テトラメチルブチル
パーオキシ－２－エチルヘキサノエート、２，５－ジメチル－２，５－ビス（２－エチル
ヘキサノイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノエー
ト、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチ
レート、ｔ－ヘキシルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシ
－３，５，５－トリメチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシラウレート、ｔ－ブチ
ルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキシ
ルモノカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ｔ－ヘキシルパーオキシベン
ゾエート、２，５－ジメチル－２，５－ビス（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブ
チルパーオキシアセテート等のパーオキシエステル；２，２’－アゾビスイソブチロニト
リル、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（
４－メトキシ－２’－ジメチルバレロニトリル）等のアゾ化合物などが挙げられる。
【００２４】
　有機溶剤としては、重合反応によって得られる（Ａ）成分を溶解し得るものであれば、
特に制限はない。例えば、トルエン、キシレン、メシチレン、クメン、ｐ－シメン等の芳
香族炭化水素；テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン等の環状エーテル；メタノール
、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、エチレングリコール、プロピレングリコ
ール等のアルコール；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロ
ヘキサノン、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン等のケトン；酢酸メチル、酢
酸エチル、酢酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、γ－ブチロラクトン等のエステル；エ
チレンカーボネート、プロピレンカーボネート等の炭酸エステル；エチレングリコールモ
ノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブ
チルエーテル、エチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールジエチルエー
テル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエー
テル、プロピレングリコールジメチルエーテル、プロピレングリコールジエチルエーテル
、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル
、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、
ジエチレングリコールジエチルエーテル等の多価アルコールアルキルエーテル；エチレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチルエーテルアセ
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テート、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノ
メチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテート、ジエ
チレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエー
テルアセテート等の多価アルコールアルキルエーテルアセテート；Ｎ，Ｎ－ジメチルホル
ムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン等のアミドなどが挙げ
られる。
　有機溶剤は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２５】
　さらに（Ａ）成分は、必要に応じて、側鎖にエチレン性不飽和基を含んでいてもよい。
その組成や合成方法に特に制限はないが、例えば、（Ａ）成分としての酸性置換基を有す
るポリマー、例えば、酸性置換基を有する（メタ）アクリルポリマーに、少なくとも１つ
のエチレン性不飽和基と、エポキシ基、オキセタニル基、イソシアネート基、ヒドロキシ
ル基及びカルボキシル基からなる群から選択される少なくとも１つの官能基とを有する化
合物を付加反応させて側鎖にエチレン性不飽和基を導入することができる。
【００２６】
　少なくとも１つのエチレン性不飽和基と、エポキシ基、オキセタニル基、イソシアネー
ト基、ヒドロキシル基及びカルボキシル基からなる群から選択される少なくとも１つの官
能基とを有する化合物としては、特に制限されるものではないが、例えば、グリシジル（
メタ）アクリレート、α－エチルグリシジル（メタ）アクリレート、α－プロピルグリシ
ジル（メタ）アクリレート、α－ブチルグリシジル（メタ）アクリレート、２－メチルグ
リシジル（メタ）アクリレート、２－エチルグリシジル（メタ）アクリレート、２－プロ
ピルグリシジル（メタ）アクリレート、３，４－エポキシブチル（メタ）アクリレート、
３，４－エポキシヘプチル（メタ）アクリレート、α－エチル－６，７－エポキシヘプチ
ル（メタ）アクリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート
、ｏ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｐ
－ビニルベンジルグリシジルエーテル等の、エチレン性不飽和基とエポキシ基を有する化
合物；（２－エチル－２－オキセタニル）メチル（メタ）アクリレート、（２－メチル－
２－オキセタニル）メチル（メタ）アクリレート、２－（２－エチル－２－オキセタニル
）エチル（メタ）アクリレート、２－（２－メチル－２－オキセタニル）エチル（メタ）
アクリレート、３－（２－エチル－２－オキセタニル）プロピル（メタ）アクリレート、
３－（２－メチル－２－オキセタニル）プロピル（メタ）アクリレート等の、エチレン性
不飽和基とオキセタニル基を有する化合物；２－（メタ）アクリロイルオキシエチルイソ
シアネート等の、エチレン性不飽和基とイソシアネート基を有する化合物；２－ヒドロキ
シエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ク
ロロ－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）ア
クリレート等の、エチレン性不飽和基とヒドロキシル基を有する化合物；（メタ）アクリ
ル酸、クロトン酸、ケイ皮酸、コハク酸（２－（メタ）アクリロイロキシエチル）、２－
フタロイルエチル（メタ）アクリレート、２－テトラヒドロフタロイルエチル（メタ）ア
クリレート、２－ヘキサヒドロフタロイルエチル（メタ）アクリレート、ω－カルボキシ
－ポリカプロラクトンモノ（メタ）アクリレート、３－ビニル安息香酸、４－ビニル安息
香酸等の、エチレン性不飽和基とカルボキシル基を有する化合物などが挙げられる。
　これらの中でも、透明性及び反応性の観点から、グリシジル（メタ）アクリレート、３
，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイル
オキシエチルイソシアネート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロ
キシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、（メ
タ）アクリル酸、クロトン酸、２－ヘキサヒドロフタロイルエチル（メタ）アクリレート
が好ましい。これらの化合物は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用しても
よい。
【００２７】
　（Ａ）成分の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１，０００～３，０００，０００であること
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が好ましい。１，０００以上であると分子量が大きいため樹脂組成物とした場合の硬化物
の強度が十分となる傾向にあり、３，０００，０００以下であれば、有機溶剤に対する溶
解性及び（Ｂ）成分との相溶性が良好となる傾向にある。以上の観点から、３，０００～
２，０００，０００がより好ましく、５，０００～１，０００，０００がさらに好ましく
、５，０００～２００，０００が特に好ましく、５，０００～１００，０００が最も好ま
しい。なお、本発明における重量平均分子量は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）
で測定し、標準ポリスチレン換算した値であり、詳細な測定方法は実施例に記載したとお
りである。
【００２８】
（（Ｂ）成分：２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物）
　本発明の特徴の１つは、（Ｂ）成分が、（Ｂ１）６５℃における粘度が２５ｍＰａ・ｓ
以下である２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物を含有することである。
　すなわち、本発明のクラッド材は、前記特定範囲の粘度を有する（Ｂ１）成分を含有し
ており、該（Ｂ１）成分が、光導波路を製造する際に適度にコア部に浸透することにより
、コア部内において低光伝搬損失化に有効な屈折率分布が得られ、低光伝搬損失化が達成
されるものと考えられる。
【００２９】
　（Ｂ１）成分の６５℃における粘度は、クラッド材のコア部への浸透し易さの観点から
、２５ｍＰａ・ｓ以下であり、好ましくは２３ｍＰａ・ｓ以下、より好ましくは２１ｍＰ
ａ・ｓ以下であり、さらに好ましくは２０ｍＰａ・ｓ以下である。一方、取り扱い性及び
クラッド材のコア部への浸透し易さを調整する観点からは、（Ｂ１）成分の６５℃におけ
る粘度は、好ましくは５ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは１０ｍＰａ・ｓ以上である。な
お、（Ｂ１）成分の６５℃における粘度は、実施例に記載の方法により測定することがで
きる。
【００３０】
　（Ｂ）成分中の該（Ｂ１）成分の含有率は、特に制限されるものではないが、低光伝搬
損失の観点から、（Ｂ）成分の総量１００質量部に対して、好ましくは３０～１００質量
部、より好ましくは３０～９５質量部、さらに好ましくは４０～９５質量部、特に好まし
くは６０～９５質量部、最も好ましくは８５～９５質量部である。
【００３１】
　（Ｂ１）成分は、６５℃における粘度が２５ｍＰａ・ｓ以下である２つ以上のエチレン
性不飽和基を有する重合性化合物であれば、特に限定されないが、例えば、重合性化合物
として、エチレン性不飽和結合を有する化合物が好ましい。
　（Ｂ１）成分が有するエチレン性不飽和基としては、例えば、ビニル基、（メタ）アク
リロイル基、アリル基等が挙げられ、これらの中でも、（メタ）アクリロイル基が好まし
い。
　（Ｂ１）成分が有するエチレン性不飽和基の数は、２以上であることが好ましく、２で
あることがより好ましい。
【００３２】
　（Ｂ１）成分は、低光伝搬損失の観点から、（Ｂ１－１）２つ以上のエチレン性不飽和
基を有し、かつポリアルキレングリコール骨格を含む重合性化合物であることが好ましい
。
　（Ｂ１－１）成分が有するポリアルキレングリコール骨格としては、例えば、ポリエチ
レングリコール骨格、ポリプロピレングリコール骨格、ポリ（エチレンプロピレン）グリ
コール骨格等が挙げられ、これらの中でも、ポリエチレングリコール骨格が好ましい。
　（Ｂ１－１）成分の具体例としては、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート
、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレンプロピレン）グリ
コールジ（メタ）アクリレート等が挙げられ、これらの中でも、ポリエチレングリコール
ジ（メタ）アクリレートがより好ましい。
（Ｂ１）成分中の「ポリエチレングリコールに由来する構造単位」の含有率としては、ク
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ラッド材のコア部への浸透し易さの観点から、全構造単位に対して、好ましくは５～１０
０モル％、より好ましくは２０～１００モル％、さらに好ましくは４０～１００モル％、
特に好ましくは５０～１００モル％、最も好ましくは８０～１００モル％であり、実質的
に１００モル％であることも好ましい。
【００３３】
　（Ｂ１）成分の重量平均分子量は、所望の粘度とする観点から、好ましくは１７０～１
，５００、より好ましくは３００～１２００、さらに好ましくは４００～９００である。
【００３４】
　また、（Ｂ）成分としては、該（Ｂ１）成分以外に、さらに（Ｂ２）６５℃における粘
度が２５ｍＰａ・ｓを超える重合性化合物を含有することが好ましい。
　（Ｂ２）成分の６５℃における粘度は、クラッド材の取り扱い性及び光導波路の生産性
の観点から、２５ｍＰａ・ｓ超であり、好ましくは２６～５０ｍＰａ・ｓ、より好ましく
は２７～４０ｍＰａ・ｓ、さらに好ましくは２８～３５ｍＰａ・ｓである。
【００３５】
　（Ｂ２）成分は、６５℃における粘度が２５ｍＰａ・ｓを超える重合性化合物であれば
、特に限定されないが、例えば、重合性化合物として、エチレン性不飽和基を有する化合
物が好ましく、２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物（但し、（Ｂ１）成
分は除く）がより好ましい。
　（Ｂ１）成分が有するエチレン性不飽和基としては、例えば、ビニル基、（メタ）アク
リロイル基、アリル基等が挙げられ、これらの中でも、（メタ）アクリロイル基が好まし
い。
【００３６】
　（Ｂ２）成分としては、透明性、耐熱性及び低光伝搬損失の観点から、（Ｂ２－１）ジ
（メタ）アクリレート、（Ｂ２－２）３官能以上のポリ（メタ）アクリレートが好ましく
、（Ｂ２－２）３官能以上のポリ（メタ）アクリレートがより好ましい。
【００３７】
　（Ｂ２－１）ジ（メタ）アクリレートとしては、例えば、ポリエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレ
ンプロピレン）グリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール型エポキシ
ジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール型エポキシジ（メタ）アクリレート
等であって、６５℃における粘度が２５ｍＰａ・ｓを超えるものが挙げられる。
　（Ｂ２－１）成分としては、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよ
い。
【００３８】
　（Ｂ２－２）３官能以上のポリ（メタ）アクリレートとしては、例えば、ペンタエリス
リトールトリ（メタ）アクリレート等の脂肪族ポリ（メタ）アクリレート；前記脂肪族ポ
リ（メタ）アクリレートの、エトキシ化体、プロポキシ化体、エトキシ化プロポキシ化体
又はカプロラクトン変性体；フェノールノボラック型エポキシポリ（メタ）アクリレート
、クレゾールノボラック型エポキシポリ（メタ）アクリレート等の芳香族エポキシポリ（
メタ）アクリレート；複素環式ポリ（メタ）アクリレート；前記複素環式ポリ（メタ）ア
クリレートのエトキシ化体、プロポキシ化体、エトキシ化プロポキシ化体又はカプロラク
トン変性体；複素環式エポキシポリ（メタ）アクリレートなどであって、６５℃における
粘度が２５ｍＰａ・ｓを超えるものが挙げられる。
【００３９】
　ここで、「エトキシ化体、プロポキシ化体、エトキシ化プロポキシ化体」とは、原料と
なるアルコール又はフェノール類［例えば、モノ（メタ）アクリレート；ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ
１）－ＣＯＯ－Ｒ２（Ｒ１は水素原子又はメチル基、Ｒ２は１価の有機基）の場合は、Ｈ
Ｏ－Ｒ２で示されるもの］の代わりに、前記アルコール又はフェノール類に、それぞれ、
１以上のエチレンオキシドを付加した構造のアルコール、１以上のプロピレンオキシドを
付加した構造のアルコール、又は１以上のエチレンオキシド及びプロピレンオキシドを付
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加した構造のアルコールを、原料に用いて得られる（メタ）アクリレートを示し［例えば
、エトキシ化体の場合はＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）－ＣＯＯ－（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｑ－Ｒ２（ｑ
は１以上の整数、Ｒ１、Ｒ２は前記と同様）で示される。］、以下、同様である。例えば
、フェノキシエチル（メタ）アクリレートのエトキシ化体とは、フェノキシエチルアルコ
ールにエチレンオキシドを付加したアルコールと、アクリル酸又はメタクリル酸とを反応
させて得られる（メタ）アクリレートを意味する。また、カプロラクトン変性体とは、（
メタ）アクリレートの原料となるアルコールをカプロラクトンで変性した変性アルコール
を原料とする（メタ）アクリレートを示し［例えば、モノ（メタ）アクリレートのε－カ
プロラクトン変性体の場合、ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）－ＣＯＯ－（（ＣＨ２）５ＣＯＯ）ｑ－
Ｒ２（ｑ、Ｒ１、Ｒ２は前記と同様）で示される。］、以下、同様である。
【００４０】
　以上において、ポリ（メタ）アクリレートとしては、いずれも、トリ（メタ）アクリレ
ート、テトラ（メタ）アクリレート、ペンタ（メタ）アクリレートが好ましく、トリ（メ
タ）アクリレートがより好ましく、トリアクリレートがさらに好ましい。
　これらの中でも、透明性、耐熱性及び低光伝搬損失の観点から、脂肪族ポリ（メタ）ア
クリレート；芳香族エポキシポリ（メタ）アクリレート；複素環式ポリ（メタ）アクリレ
ート；イソシアヌル酸型エポキシポリ（メタ）アクリレートが好ましく、脂肪族ポリ（メ
タ）アクリレートがより好ましく、脂肪族トリ（メタ）アクリレートがさらに好ましく、
ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレートが特に好ましく、ペンタエリスリトール
トリアクリレートが最も好ましい。
　（Ｂ２－２）成分としては、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよ
い。
【００４１】
　（Ｂ）成分中の該（Ｂ２）成分の含有率は、特に制限されるものではないが、低光伝搬
損失の観点から、（Ｂ）成分の総量１００質量部に対して、好ましくは０～４０質量部、
より好ましくは３～３０質量部、さらに好ましくは４～２０質量部、特に好ましくは５～
１０質量部である。
【００４２】
　前記（Ｂ）成分の含有量は、低光伝搬損失の観点から、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の総
量１００質量部に対して、２０～７０質量部であることが好ましい。同様の観点から、（
Ｂ）成分の配合量の下限値は、２５質量部であることがより好ましく、３５質量部である
ことがさらに好ましい。また、上限値は、７０質量部であることがより好ましく、６５質
量部であることがさらに好ましい。
【００４３】
（（Ｃ）成分：重合開始剤）
　重合開始剤としては、加熱又は紫外線等の照射によって重合を開始させるものであれば
特に制限はなく、例えば、熱ラジカル重合開始剤、光ラジカル重合開始剤等が挙げられる
が、硬化速度が速く常温硬化が可能なことから、光ラジカル重合開始剤であることが好ま
しい。
【００４４】
　光ラジカル重合開始剤としては、例えば、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエ
タン－１－オン等のベンゾインケタール；１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン
、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－［４－（２－ヒ
ドロキシエトキシ）フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン
等のα－ヒドロキシケトン；２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリ
ノフェニル）－ブタン－１－オン、１，２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル
］－２－モルフォリノプロパン－１－オン等のα－アミノケトン；１－［（４－フェニル
チオ）フェニル］－１，２－オクタジオン－２－（ベンゾイル）オキシム等のオキシムエ
ステル；ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキシド、ビス
（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキシ
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ド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシド等のホスフィンオ
キシド；２－（ｏ－クロロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール二量体、２－（
ｏ－クロロフェニル）－４，５－ジ（メトキシフェニル）イミダゾール二量体、２－（ｏ
－フルオロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール二量体、２－（ｏ－メトキシフ
ェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール二量体、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４
，５－ジフェニルイミダゾール二量体等の２，４，５－トリアリールイミダゾール二量体
；ベンゾフェノン、Ｎ，Ｎ’－テトラメチル－４，４’－ジアミノベンゾフェノン、Ｎ，
Ｎ’－テトラエチル－４，４’－ジアミノベンゾフェノン、４－メトキシ－４’－ジメチ
ルアミノベンゾフェノン等のベンゾフェノン化合物；２－エチルアントラキノン、フェナ
ントレンキノン、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラキノン、オクタメチルアントラキノン、
１，２－ベンズアントラキノン、２，３－ベンズアントラキノン、２－フェニルアントラ
キノン、２，３－ジフェニルアントラキノン、１－クロロアントラキノン、２－メチルア
ントラキノン、１，４－ナフトキノン、９，１０－フェナントラキノン、２－メチル－１
，４－ナフトキノン、２，３－ジメチルアントラキノン等のキノン化合物；ベンゾインメ
チルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインフェニルエーテル等のベンゾイン
エーテル；ベンゾイン、メチルベンゾイン、エチルベンゾイン等のベンゾイン化合物；ベ
ンジルジメチルケタール等のベンジル化合物；９－フェニルアクリジン、１，７－ビス（
９，９’－アクリジニルヘプタン）等のアクリジン化合物：Ｎ－フェニルグリシン、クマ
リンなどが挙げられる。
【００４５】
　また、前記２，４，５－トリアリールイミダゾール二量体において、２つのトリアリー
ルイミダゾール部位のアリール基の置換基は、同一で対称な化合物を与えてもよく、相違
して非対称な化合物を与えてもよい。また、ジエチルチオキサントンとジメチルアミノ安
息香酸の組み合わせのように、チオキサントン化合物と第三級アミンとを組み合わせても
よい。
【００４６】
　これらの中で、硬化性、透明性及び耐熱性の観点から、α－ヒドロキシケトン、ホスフ
ィンオキシドが好ましく、ホスフィンオキシドがより好ましい。
　光ラジカル重合開始剤は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい
。さらに、適切な増感剤と組み合わせて用いることもできる。
【００４７】
　熱ラジカル重合開始剤としては、例えば、メチルエチルケトンパーオキシド、シクロヘ
キサノンパーオキシド、メチルシクロヘキサノンパーオキシド等のケトンパーオキシド；
１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパー
オキシ）－２－メチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３
，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）シクロヘキ
サン、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサ
ン等のパーオキシケタール；ｐ－メンタンヒドロパーオキシド等のヒドロパーオキシド；
α，α’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ジイソプロピルベンゼン、ジクミルパーオキシ
ド、ｔ－ブチルクミルパーオキシド、ジ－ｔ－ブチルパーオキシド等のジアルキルパーオ
キシド；オクタノイルパーオキシド、ラウロイルパーオキシド、ステアリルパーオキシド
、ベンゾイルパーオキシド等のジアシルパーオキシド；ビス（４－ｔ－ブチルシクロヘキ
シル）パーオキシジカーボネート、ジ－２－エトキシエチルパーオキシジカーボネート、
ジ－２－エチルヘキシルパーオキシジカーボネート、ジ－３－メトキシブチルパーオキシ
カーボネート等のパーオキシカーボネート；ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ｔ－ヘキ
シルパーオキシピバレート、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチ
ルヘキサノエート、２，５－ジメチル－２，５－ビス（２－エチルヘキサノイルパーオキ
シ）ヘキサン、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオ
キシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ヘキシル
パーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメ
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チルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシラウレート、ｔ－ブチルパーオキシイソプロ
ピルモノカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキシルモノカーボネート、
ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ｔ－ヘキシルパーオキシベンゾエート、２，５－ジ
メチル－２，５－ビス（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブチルパーオキシアセテ
ート等のパーオキシエステル；２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾ
ビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（４－メトキシ－２’－
ジメチルバレロニトリル）等のアゾ化合物などが挙げられる。
　これらの中で、硬化性、透明性、及び耐熱性の観点から、ジアシルパーオキシド、パー
オキシエステル、アゾ化合物が好ましい。
　熱ラジカル重合開始剤は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい
。また、光ラジカル重合開始剤と熱ラジカル重合開始剤とを組み合わせて用い、光硬化性
と熱硬化性とを有するクラッド材とすることもできる。
【００４８】
　（Ｃ）成分の重合開始剤の含有量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の総量１００質量部に
対して、０．３～１０質量部であることが好ましい。０．３質量部以上であると、硬化が
十分であり、硬化不足による未反応物の析出を抑制し易い傾向にあり、１０質量部以下で
あると、十分な光透過性が得られる傾向にある。以上の観点から、０．３５～７質量部で
あることがより好ましく、０．４０～５質量部であることがさらに好ましく、０．４５～
３質量部であることが特に好ましい。
【００４９】
（（Ｄ）成分：熱硬化性樹脂）
　本発明のクラッド材は、（Ｄ）成分として熱硬化性樹脂を含有していてもよい。
　熱硬化性樹脂としては、例えば、分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物、及び
分子内にエポキシ基とエチレン性不飽和基を有する化合物からなる群から選ばれる少なく
とも１種が好ましい。
　分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物としては、例えば、クレゾールノボラッ
ク型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、ナフトールノボラック型エポ
キシ樹脂、アラルキルノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニルノボラック型エポキシ樹脂
、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノール
Ｓ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＴ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＺ型エポキシ樹脂
、テトラブロモビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、テトラメ
チルビフェニル型エポキシ樹脂、トリフェニル型エポキシ樹脂、テトラフェニル型エポキ
シ樹脂、ナフトールアラルキル型エポキシ樹脂、ナフタレンジオールアラルキル型エポキ
シ樹脂、ナフトールアラルキル型エポキシ樹脂、フルオレン型エポキシ樹脂、ジシクロペ
ンタジエン骨格を有するエポキシ樹脂、エチレン性不飽和基を骨格に有するエポキシ樹脂
、脂環式型エポキシ樹脂等のエポキシ樹脂が挙げられる。該エポキシ樹脂のエポキシ当量
は、それぞれ、好ましくは５０～３，０００ｇ／ｅｑ、より好ましくは８０～２，０００
ｇ／ｅｑ、さらに好ましくは１００～１，０００ｇ／ｅｑである。ここで、エポキシ当量
は、１当量のエポキシ基あたりの樹脂の質量（ｇ／ｅｑ）であり、ＪＩＳＫ ７２３６に
規定された方法に従って測定することができる。
　分子内にエポキシ基とエチレン性不飽和基を有する化合物としては、例えば、グリシジ
ル（メタ）アクリレート、α－エチルグリシジル（メタ）アクリレート、α－プロピルグ
リシジル（メタ）アクリレート、α－ブチルグリシジル（メタ）アクリレート、２－メチ
ルグリシジル（メタ）アクリレート、２－エチルグリシジル（メタ）アクリレート、２－
プロピルグリシジル（メタ）アクリレート、３，４－エポキシブチル（メタ）アクリレー
ト、３，４－エポキシヘプチル（メタ）アクリレート、α－エチル－６，７－エポキシヘ
プチル（メタ）アクリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレ
ート、ｏ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエーテル
、ｐ－ビニルベンジルグリシジルエーテル等が挙げられる。
　クラッド材が（Ｄ）成分を含有する場合、その含有量は、（Ａ）～（Ｃ）成分の総量１
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００質量部に対して、１～４０質量部であることが好ましい。１質量部以上であると、（
Ａ）成分と十分な架橋構造を形成するため、耐熱性が良好となる傾向にあり、４０質量部
以下であると、光伝搬特性が良好となる傾向にある。同様の観点から、（Ｄ）成分の含有
量は、３～３０質量部であることがより好ましく、５～２０質量部であることがさらに好
ましい。
【００５０】
（（Ｅ）モノ（メタ）アクリレート）
　本発明のクラッド材は、（Ｅ）成分としてモノ（メタ）アクリレートを含有していても
よい。モノ（メタ）アクリレートとしては、特に制限はなく、例えば、特開２０１５－２
１５４６７号公報の段落［００３３］に記載の（メタ）アクリレートが挙げられる。
　クラッド材に（Ｅ）成分を含有させる場合、その含有量は、（Ａ）～（Ｃ）成分の総量
１００質量部に対して、１０質量部以下であることが好ましく、５質量部以下であること
がより好ましい。
【００５１】
（添加剤）
　また、この他に、本発明のクラッド材は、必要に応じて、酸化防止剤、黄変防止剤、紫
外線吸収剤、可視光吸収剤、着色剤、可塑剤、安定剤、充填材等の添加剤を本発明の効果
に悪影響を与えない割合で含有していてもよい。
　クラッド材に添加剤を含有させる場合、その含有量は、（Ａ）～（Ｃ）成分の総量１０
０質量部に対して、２０質量部以下であることが好ましく、１０質量部以下であることが
より好ましく、５質量部以下であることがさらに好ましい。
【００５２】
［光導波路コア材］
　光導波路のコア部の原料、つまり光導波路コア材（以下、単にコア材と称することがあ
る）は、（Ａ’）酸性置換基を有するポリマーと、（Ｂ’）２つ以上のエチレン性不飽和
基を有する重合性化合物と、（Ｃ’）重合開始剤と、を含有するものである。ここで、光
導波路コア材又はコア材とは、コア部の原料の混合物を指す。
　このようなコア材を用いることにより、コア部（コアパターン）形成時に前記クラッド
材がコア部へ効率的に浸透するため、前述の通り、コアパターンを伝搬する光はコアパタ
ーンの比較的中心付近を主に伝搬するようになり、低光伝搬損失化が可能となる傾向にあ
る。
　以下、コア材の各成分について詳述する。
【００５３】
（（Ａ’）成分：酸性置換基を有するポリマー）
　（Ａ’）成分の酸性置換基を有するポリマーとしては、アルカリ水溶液に対して溶解し
得るポリマーであればよい。該酸性置換基としては、例えば、カルボキシル基、スルホン
酸基、フェノール性水酸基、アルコール性水酸基、アミノ基等が挙げられ、水酸基、カル
ボキシル基が好ましい。
　（Ａ’）成分としては、酸性置換基を有する（メタ）アクリルポリマーが好ましく、水
酸基及びカルボキシル基からなる群から選択される少なくとも１つを有する（メタ）アク
リルポリマーがより好ましく、水酸基を有する（メタ）アクリルポリマーがさらに好まし
い。なお、（メタ）アクリルとは、アクリル及び／又はメタクリルを意味する。
　酸性置換基を有する（メタ）アクリルポリマーとしては、アルカリ性水溶液からなる現
像液に溶解し、目的とする現像処理が遂行される程度に溶解性を有するものであれば特に
制限はない。例えば、（メタ）アクリル酸、各種（メタ）アクリル酸エステル［（メタ）
アクリル酸アルキルエステル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキルエステル等］、（
メタ）アクリルアミド等の（メタ）アクリル系モノマーのホモポリマー又はコポリマー；
前記（メタ）アクリル系モノマーと他の重合性不飽和基含有モノマー（例えば、スチレン
、α－メチルスチレン、マレイン酸無水物等）等とのコポリマーなどが好ましく挙げられ
る。
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　（Ａ’）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　（Ａ’）成分としては、より具体的には、カルボキシル基を有する重合性化合物（Ａ’
－１）に由来する構造単位を有するポリマーであることが好ましい。（Ａ’）成分は、前
記（Ａ’－１）成分と共に、さらに、水酸基を有する重合性化合物（Ａ’－２）に由来す
る構造単位、脂肪族環又は芳香族環を有する重合性化合物（Ａ’－３）に由来する構造単
位、及び前記（Ａ’－１）～（Ａ’－３）成分以外の重合性化合物（Ａ’－４）に由来す
る構造単位からなる群から選択される少なくとも１つの構造単位を有するコポリマーであ
ってもよく、前記（Ａ’－１）成分に由来する構造単位と前記（Ａ’－２）成分に由来す
る構造単位と前記（Ａ’－３）成分に由来する構造単位と前記（Ａ’－４）成分に由来す
る構造単位とを全て有するコポリマーであることが好ましい。
【００５４】
（Ａ’－１）成分について；
　カルボキシル基を有する重合性化合物（Ａ’－１）としては、前記（Ａ－１）成分と同
じものが挙げられる。それらの中でも、アクリル酸、メタクリル酸、２－ヘキサヒドロフ
タロイルエチル（メタ）アクリレートが好ましく、アクリル酸、メタクリル酸がより好ま
しく、メタクリル酸がさらに好ましい。
　（Ａ’－１）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５５】
（Ａ’－２）成分について；
　水酸基を有する重合性化合物（Ａ’－２）としては、前記（Ａ－２）成分と同じものが
挙げられる。それらの中でも、透明性の観点から、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリ
レート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）
アクリレート等の脂肪族（メタ）アクリレート；２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピ
ル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（ｏ－フェニルフェノキシ）プロピル（
メタ）アクリレート等の芳香族（メタ）アクリレートが好ましく、脂肪族（メタ）アクリ
レートがより好ましく、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートがさらに好ましい。
　（Ａ’－２）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５６】
（Ａ’－３）成分について；
　脂肪族環又は芳香族環を有する重合性化合物（Ａ’－３）としては、例えば、シクロペ
ンチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニ
ル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メ
タ）アクリレート、モノ（２－（メタ）アクリロイロキシエチル）テトラヒドロフタレー
ト、モノ（２－（メタ）アクリロイロキシエチル）ヘキサヒドロフタレート等の脂環式（
メタ）アクリレート；ベンジル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、
ｏ－ビフェニル（メタ）アクリレート、１－ナフチル（メタ）アクリレート、２－ナフチ
ル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、ｐ－クミルフェノキ
シエチル（メタ）アクリレート、ｏ－フェニルフェノキシエチル（メタ）アクリレート、
１－ナフトキシエチル（メタ）アクリレート、２－ナフトキシエチル（メタ）アクリレー
ト、フェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ノニルフェノキシポリエ
チレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシポリプロピレングリコール（メタ）
アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒ
ドロキシ－３－（ｏ－フェニルフェノキシ）プロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロ
キシ－３－（１－ナフトキシ）プロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（
２－ナフトキシ）プロピル（メタ）アクリレート等の芳香族（メタ）アクリレート；２－
テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、Ｎ－（メタ）アクリロイロキシエチルヘ
キサヒドロフタルイミド、２－（メタ）アクリロイロキシエチル－Ｎ－カルバゾール等の
複素環式（メタ）アクリレート、これらのカプロラクトン変性体などが挙げられる。
　これらの中でも、透明性及び屈折率の観点から、脂環式（メタ）アクリレート、芳香族
（メタ）アクリレートが好ましく、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、シクロペンチ
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ル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニ
ル（メタ）アクリレートベンジル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート
、ｏ－ビフェニル（メタ）アクリレートがより好ましく、芳香族（メタ）アクリレートが
さらに好ましく、フェニル（メタ）アクリレートが特に好ましい。
　（Ａ’－３）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　なお、（Ａ’－２）成分に含まれる２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）
アクリレートのように、水酸基と、脂肪族環又は芳香族環との両方を有する重合性化合物
の場合には、この重合性化合物は水酸基を有するものであることを優先し、（Ａ’－２）
成分の水酸基を有する重合性化合物として分類される。同様に、（Ａ’－１）成分に含ま
れる２－ヘキサヒドロフタロイルエチル（メタ）アクリレートのように、カルボキシル基
と脂肪族環との両方を有する重合性化合物の場合、あるいは、カルボキシル基と、水酸基
と、脂肪族環又は芳香族環とを有する重合性化合物である場合は、カルボキシル基を有す
るものであることを優先し、（Ａ’－１）成分として分類される。
【００５７】
（Ａ’－４）成分について；
　前記（Ａ’－１）～（Ａ’－３）成分以外の重合性化合物（Ａ’－４）は、主として、
（Ａ’）成分である酸性置換基を有するポリマーの機械的特性、透明性及び屈折率を制御
できる。
　このような重合性化合物としては、（メタ）アクリル酸エステルが好ましく、（メタ）
アクリル酸アルキルエステルがより好ましい。該（メタ）アクリル酸アルキルエステルと
しては、前記（Ａ－３）成分における例示と同じものが挙げられる。それらの中でも、透
明性の観点から、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（
メタ）アクリレートが好ましく、メチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレ
ートがより好ましく、メチル（メタ）アクリレートがさらに好ましい。
　（Ａ’－４）成分は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５８】
　（Ａ’）成分において、カルボキシル基を有する重合性化合物（Ａ’－１）に由来する
構造単位の含有率は、５～６０モル％であることが好ましい。５モル％以上であるとアル
カリ性水溶液等からなる現像液に溶解し易い傾向にあり、６０モル％以下であれば、後述
する現像により感光性樹脂組成物の層を選択的に除去してパターンを形成する現像工程に
おいて、耐現像液性（現像により除去されずにパターンとなる部分が、現像液によって侵
されない性質）が良好となる傾向にある。以上の観点から、８～５０モル％であることが
より好ましく、１０～４５モル％であることがさらに好ましく、１５～４０モル％である
ことが特に好ましい。
【００５９】
　（Ａ’）成分において、水酸基を有する重合性化合物（Ａ’－２）に由来する構造単位
の含有率は、５～５０モル％であることが好ましい。５０モル％以下であれば、後述する
現像により感光性樹脂組成物の層を選択的に除去してパターンを形成する現像工程におい
て、耐現像液性が良好となる傾向にある。以上の観点から、５～３５モル％であることが
より好ましく、５～２０モル％であることがさらに好ましい。
【００６０】
　（Ａ’）成分において、脂肪族環又は芳香族環を有する重合性化合物（Ａ’－３）に由
来する構造単位の含有率は、５～７０モル％であることが好ましい。５モル％以上である
と屈折率を上昇させるのに充分であり、７０モル％以下であれば、より高屈折率となり、
現像液への溶解性が低下せずに現像によるパターン形成が容易となる。以上の観点から、
１０～６０モル％であることがさらに好ましく、１５～４０モル％であることが特に好ま
しい。
【００６１】
　（Ａ’）成分において、前記（Ａ’－１）～（Ａ’－３）成分以外の重合性化合物（Ａ
’－４）に由来する構造単位の含有率は、（Ａ’－１）成分に由来する構造単位、（Ａ’
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－２）成分に由来する構造単位、（Ａ’－３）成分に由来する構造単位及び（Ａ’－４）
に由来する構造単位の合計が１００モル％となる量である。
　（Ａ’）成分の機械的特性、透明性及び屈折率を制御する観点からは、（Ａ’－４）に
由来する構造単位の含有率は、１０～８０モル％であることが好ましい。１０モル％以上
であると透明性が充分となる傾向にあり、８０モル％以下であれば、より高透明となり、
現像液への溶解性が低下せずに現像によるパターン形成が容易となる傾向にある。以上の
観点から、２０～７０モル％であることがより好ましく、３０～６０モル％であることが
さらに好ましく、３５～５０モル％であることが特に好ましい。
　なお、（Ａ’）成分において、前記（Ａ’－１）～（Ａ’－４）成分に由来する構造単
位の含有率は、上記の各構成単位の含有率から、合計が１００質量％となるようにそれぞ
れ選択される。
【００６２】
　（Ａ’）成分の製造方法に特に制限はないが、例えば、前記（Ａ’－１）～（Ａ’－４
）成分を、適切な重合開始剤（好ましくはラジカル重合開始剤）を用いて重合又は共重合
させることにより、（Ａ’）成分を得ることができる。このとき、必要に応じて、有機溶
剤を用いることもできる。
【００６３】
　重合開始剤及び有機溶剤について、前記（Ａ）成分における説明と同じように説明され
る。
　さらに（Ａ’）成分は、必要に応じて、側鎖にエチレン性不飽和基を含んでいてもよい
。これも、前記（Ａ）成分における説明と同じように説明される。
【００６４】
　（Ａ’）成分の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１，０００～３，０００，０００であるこ
とが好ましい。１，０００以上であると分子量が大きいため樹脂組成物とした場合の硬化
物の強度が十分となる傾向にあり、３，０００，０００以下であれば、アルカリ性水溶液
からなる現像液に対する溶解性及び（Ｂ’）成分との相溶性が良好となる傾向にある。以
上の観点から、３，０００～２，０００，０００がより好ましく、５，０００～１，００
０，０００がさらに好ましく、５，０００～２００，０００が特に好ましく、５，０００
～１００，０００が最も好ましい。
【００６５】
　（Ａ’）成分は、後述する現像により感光性樹脂組成物の層を選択的に除去してパター
ンを形成する工程において、公知の各種現像液により現像可能となるように酸価を規定す
ることができる。例えば、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、水酸化テトラメチルアンモニ
ウム、トリエタノールアミン等のアルカリ性水溶液を用いて現像する場合には、（Ａ’）
成分の酸価は２０～３００ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましい。２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以
上であると現像が容易となる傾向にあり、３００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であると耐現像液性
が低下しない傾向にある。以上の観点から、上記アルカリ性水溶液を用いて現像する場合
には、（Ａ’）成分の酸価は３０～２５０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより好ましく、４
０～２００ｍｇＫＯＨ／ｇであることがさらに好ましい。
　また、水又はアルカリ性水溶液と、１種以上の界面活性剤とからなるアルカリ性水溶液
を用いて現像する場合には、（Ａ’）成分の酸価は１０～２６０ｍｇＫＯＨ／ｇであるこ
とが好ましい。酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上であると現像が容易となる傾向にあり、２
６０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であると耐現像液性が低下しない傾向にある。以上の観点から、
１種以上の界面活性剤を含有するアルカリ性水溶液を用いて現像する場合には、（Ａ’）
成分の酸価は２０～２５０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより好ましく、３０～２００ｍｇ
ＫＯＨ／ｇであることがさらに好ましい。
【００６６】
（（Ｂ’）成分：２つ以上のエチレン性不飽和基を有する重合性化合物）
　（Ｂ’）が有するエチレン性不飽和基としては、例えば、（メタ）アクリロイル基、ビ
ニル基、アリル基等が挙げられ、これらの中でも、（メタ）アクリロイル基、ビニル基が
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好ましく、（メタ）アクリロイル基がより好ましい。
　（Ｂ’）成分としては、透明性、耐熱性及び低光伝搬損失の観点から、（Ｂ’－１）ジ
（メタ）アクリレート、（Ｂ’－２）３官能以上のポリ（メタ）アクリレートが好ましく
、（Ｂ’－１）ジ（メタ）アクリレートがより好ましい。
【００６７】
　（Ｂ’－１）ジ（メタ）アクリレートとしては、例えば、エチレングリコールジ（メタ
）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、１，３－プロパンジオールジ（メタ）アクリレート、２－メチル－１，３－プロパン
ジオールジ（メタ）アクリレート、２－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール
ジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチ
ルグリコールジ（メタ）アクリレート、３－メチル－１，５－ペンタンジオールジ（メタ
）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジ
オールジ（メタ）アクリレート、１，１０－デカンジオールジ（メタ）アクリレート、グ
リセリンジ（メタ）アクリレート等の脂肪族ジ（メタ）アクリレート；前記脂肪族ジ（メ
タ）アクリレートの、エトキシ化体、プロポキシ化体、エトキシ化プロポキシ化体又はカ
プロラクトン変性体；エチレングリコール型エポキシジ（メタ）アクリレート、ジエチレ
ングリコール型エポキシジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール型エポキシジ
（メタ）アクリレート、プロピレングリコール型エポキシジ（メタ）アクリレート、ジプ
ロピレングリコール型エポキシジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール型エ
ポキシジ（メタ）アクリレート、１，３－プロパンジオール型エポキシジ（メタ）アクリ
レート、２－メチル－１，３－プロパンジオール型エポキシジ（メタ）アクリレート、２
－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール型エポキシジ（メタ）アクリレート、
１，４－ブタンジオール型エポキシジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコール型
エポキシジ（メタ）アクリレート、３－メチル－１，５－ペンタンジオール型エポキシジ
（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオール型エポキシジ（メタ）アクリレート、
１，９－ノナンジオール型エポキシジ（メタ）アクリレート、１，１０－デカンジオール
型エポキシジ（メタ）アクリレート等の脂肪族エポキシジ（メタ）アクリレート；シクロ
ヘキサンジメタノールジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ
）アクリレート、水添ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、水添ビスフェノールＦ
ジ（メタ）アクリレート等の脂環式ジ（メタ）アクリレート；前記脂環式ジ（メタ）アク
リレートの、エトキシ化体、プロポキシ化体、エトキシ化プロポキシ化体又はカプロラク
トン変性体；シクロヘキサンジメタノール型エポキシジ（メタ）アクリレート、トリシク
ロデカンジメタノール型エポキシジ（メタ）アクリレート、水添ビスフェノールＡ型エポ
キシジ（メタ）アクリレート、水添ビスフェノールＦ型エポキシジ（メタ）アクリレート
等の脂環式エポキシジ（メタ）アクリレート；ヒドロキノンジ（メタ）アクリレート、レ
ゾルシノールジ（メタ）アクリレート、カテコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノ
ールＡジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＦジ（メタ）アクリレート、ビスフェノ
ールＡＦジ（メタ）アクリレート、ビフェノールジ（メタ）アクリレート、フルオレンビ
スフェノールジ（メタ）アクリレート等の芳香族ジ（メタ）アクリレート；前記芳香族ジ
（メタ）アクリレートの、エトキシ化体、プロポキシ化体、エトキシ化プロポキシ化体又
はカプロラクトン変性体；ヒドロキノン型エポキシジ（メタ）アクリレート、レゾルシノ
ール型エポキシジ（メタ）アクリレート、カテコール型エポキシジ（メタ）アクリレート
、ビスフェノールＡ型エポキシジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＦ型エポキシジ
（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡＦ型エポキシジ（メタ）アクリレート、ビフェ
ノール型エポキシジ（メタ）アクリレート、フルオレンビスフェノール型エポキシジ（メ
タ）アクリレート等の芳香族エポキシジ（メタ）アクリレート；イソシアヌル酸ジ（メタ
）アクリレート等の複素環式ジ（メタ）アクリレート；前記複素環式ジ（メタ）アクリレ
ートの、エトキシ化体、プロポキシ化体、エトキシ化プロポキシ化体又はカプロラクトン
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変性体；イソシアヌル酸モノアリル型エポキシジ（メタ）アクリレート等の複素環式ジ（
メタ）アクリレートなどが挙げられる。これらは、１種を単独で使用してもよいし、２種
以上を併用してもよい。
　これらの中でも、下記一般式（１）で表される芳香族ジ（メタ）アクリレート、下記一
般式（２）で表される芳香族ジ（メタ）アクリレートがより好ましく、下記一般式（１）
で表される芳香族ジ（メタ）アクリレートがさらに好ましい。
【００６８】
【化１】

【００６９】
　式（１）中、Ｒ１０は、それぞれ独立して、水素原子又はメチル基を示し、同一でも異
なっていてもよい。また、Ｒ１１は、それぞれ独立して、水素原子、フッ素原子、又は炭
素数１～２０の１価の有機基を示し、同一でも異なっていてもよい。
　なお、炭素数１～２０の１価の有機基としては、例えば、アルキル基、シクロアルキル
基、アリール基、アラルキル基、アシル基、エステル基（－ＣＯ－Ｏ－Ｒ又は－Ｏ－ＣＯ
－Ｒを意味する。ただしＲは炭化水素基である）、カルバモイル基等の１価の有機基が挙
げられ、それらは、さらに水酸基、ハロゲン原子、アルキル基、シクロアルキル基、アリ
ール基、アラルキル基、カルボニル基、ホルミル基、エステル基、アミド基、アルコキシ
基、アリーロキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、アミノ基、シリル基、シリロキ
シ基等で置換されていてもよい。これらの中でも、透明性、及び耐熱性の点から、アルキ
ル基、シクロアルキル基、アリール基、アラルキル基が好ましい。
　式（１）中、Ｚ２は単結合、酸素原子、硫黄原子、－ＣＨ２－、－Ｃ（ＣＨ３）２－、
－ＣＦ２－、－Ｃ（ＣＦ３）２－、－ＳＯ２－、及び下記式で示されるいずれかの２価の
基を示す。
【００７０】
【化２】

【００７１】
　Ｒ１２は水素原子、フッ素原子、及び炭素数１～２０の１価の有機基のいずれかを示し
、同一でも異なっていてもよい。また、ｆは２～１０の整数を示す。なお、炭素数１～２
０の１価の有機基としては、前述のＲ１１で炭素数１～２０の１価の有機基として記載さ
れたものと同様のものを好適に挙げることができ、好ましいものも同じである。
【００７２】
　一般式（１）において、Ｙ２は酸素原子、硫黄原子、－ＯＣＨ２－、－ＳＣＨ２－、－
Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｇ－、－Ｏ［ＣＨ（ＣＨ３）ＣＨ２Ｏ］ｈ－、－Ｏ［ＣＨ２ＣＨ（
ＣＨ３）Ｏ］ｉ－、及び－Ｏ［（ＣＨ２）５ＣＯ２］ｊ－のいずれかの２価の基を含み、
同一でも異なっていてもよい。また、ｇ～ｊは各々独立に１～１０の整数を示す。
【００７３】
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【化３】

【００７４】
　式（２）中、ｋは、１～１０の整数を示す。
　式（２）中、Ｒ１３は水素原子又はメチル基を示し、同一でも異なっていてもよい。ま
た、Ｒ１４は水素原子、フッ素原子、及び炭素数１～２０の１価の有機基のいずれかを示
し、同一でも異なっていてもよい。
　炭素数１～２０の１価の有機基としては、前述のＲ１１で炭素数１～２０の１価の有機
基として記載されたものと同様のものを好適に挙げることができ、好ましいものも同じで
ある。
　式（２）中、Ｚ３は単結合、酸素原子、硫黄原子、－ＣＨ２－、－Ｃ（ＣＨ３）２－、
－ＣＦ２－、－Ｃ（ＣＦ３）２－、－ＳＯ２－、及び下記式で示されるいずれかの２価の
基を示す。
【００７５】
【化４】

【００７６】
　Ｒ１５は水素原子、フッ素原子、及び炭素数１～２０の１価の有機基のいずれかを示し
、同一でも異なっていてもよい。また、ｌは２～１０の整数を示す。
　炭素数１～２０の１価の有機基としては、前記Ｒ１４と同じものが挙げられる。これら
の中でも、透明性、及び耐熱性の点から、アルキル基、シクロアルキル基、アリール基、
及びアラルキル基が好ましい。
【００７７】
　一般式（２）において、Ｙ３は酸素原子、硫黄原子、－Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｍ－、－
Ｏ［ＣＨ（ＣＨ３）ＣＨ２Ｏ］ｎ－、－Ｏ［ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）Ｏ］ｏ－、及び－Ｏ［
（ＣＨ２）５ＣＯ２］ｐ－のいずれかの２価の基を含み、同一でも異なっていてもよい。
また、ｍ～ｐは各々独立に１～１０の整数を示す。
【００７８】
　（Ｂ’－２）３官能以上のポリ（メタ）アクリレートとしては、前記クラッド材の（Ｂ
２－２）と同じように説明される。
【００７９】
　前記（Ｂ’）成分の含有量は、（Ａ’）成分及び（Ｂ’）成分の総量１００質量部に対
して、２０～７０質量部であることが好ましい。２０質量部以上であると、低光伝搬損失
が向上し、且つ、光硬化時に（Ａ’）成分を十分に絡め込んで硬化するために耐現像液性
が良好となる傾向にあり、７０質量部以下であると、アルカリ現像液への溶解性が良好と
なる傾向にある。以上の観点から、（Ｂ’）成分の配合量の下限値は、２５質量部である
ことがより好ましく、３５質量部であることがさらに好ましい。また、上限値は、７０質
量部であることがより好ましく、６５質量部であることがさらに好ましい。
【００８０】
（（Ｃ’）成分：重合開始剤）
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　重合開始剤としては、加熱又は紫外線等の照射によって重合を開始させるものであれば
特に制限はなく、例えば、熱ラジカル重合開始剤、光ラジカル重合開始剤等が挙げられる
が、硬化速度が速く常温硬化が可能なことから、光ラジカル重合開始剤であることが好ま
しい。
　熱ラジカル重合開始剤、光ラジカル重合開始剤としては、クラッド材の（Ｃ）成分と同
じように説明される。
　（Ｃ’）成分の重合開始剤の含有量は、（Ａ’）成分及び（Ｂ’）成分の総量１００質
量部に対して、０．３～１０質量部であることが好ましい。０．３質量部以上であると、
硬化が十分であり、硬化不足による未反応物の析出を抑制し易い傾向にあり、１０質量部
以下であると、十分な光透過性が得られる傾向にある。以上の観点から、０．３５～７質
量部であることがより好ましく、０．４０～５質量部であることがさらに好ましく、０．
４５～３質量部であることが特に好ましい。
【００８１】
（（Ｄ’）成分：熱硬化性樹脂）
　コア材は、（Ｄ’）成分として熱硬化性樹脂を含有していてもよい。
　熱硬化性樹脂としては、分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物、及び分子内に
エポキシ基とエチレン性不飽和基を有する化合物からなる群から選ばれる少なくとも１種
が好ましい。
　分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物、分子内にエポキシ基とエチレン性不飽
和基を有する化合物としては、前記（Ｄ）成分の熱硬化性樹脂と同じものが挙げられる。
　コア材が（Ｄ’）成分を含有する場合、その含有量は、（Ａ’）～（Ｃ’）成分の総量
１００質量部に対して、１～４０質量部であることが好ましい。１質量部以上であると、
（Ａ’）成分と十分な架橋構造を形成するため、耐熱性が良好となる傾向にあり、４０質
量部以下であると、アルカリ現像液への溶解性が良好となる傾向にある。同様の観点から
、（Ｄ’）成分の含有量は、３～３５質量部であることがより好ましく、５～２０質量部
であることがさらに好ましい。
【００８２】
（（Ｅ’）モノ（メタ）アクリレート）
　コア材は、（Ｅ’）成分としてモノ（メタ）アクリレートを含有していてもよい。モノ
（メタ）アクリレートとしては、特に制限はなく、例えば、特開２０１５－２１５４６７
号公報の段落［００３３］に記載の（メタ）アクリレートが挙げられる。
　コア材に（Ｅ’）成分を含有させる場合、その含有量は、（Ａ’）～（Ｃ’）成分の総
量１００質量部に対して、１０質量部以下であることが好ましく、５質量部以下であるこ
とがより好ましい。
【００８３】
（添加剤）
　また、この他に、コア材は、必要に応じて、酸化防止剤、黄変防止剤、紫外線吸収剤、
可視光吸収剤、着色剤、可塑剤、安定剤、充填材等の添加剤を本発明の効果に悪影響を与
えない割合で含有していてもよい。
　コア材に添加剤を含有させる場合、その含有量は、（Ａ’）～（Ｃ’）成分の総量１０
０質量部に対して、２０質量部以下であることが好ましく、１０質量部以下であることが
より好ましく、５質量部以下であることがさらに好ましい。
【００８４】
〔樹脂ワニス〕
（有機溶剤）
　前記クラッド材及びコア材はいずれも、好適な有機溶剤を含有させて希釈した、いわゆ
る樹脂ワニスであってもよい。該有機溶剤としては、クラッド材及びコア材を溶解し得る
ものであれば特に制限はない。例えば、トルエン、キシレン、メシチレン、クメン、ｐ－
シメン等の芳香族炭化水素；テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン等の環状エーテル
；メタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、エチレングリコール、プロ
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ピレングリコール等のアルコール；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケ
トン、シクロヘキサノン、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン等のケトン；酢
酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、γ－ブチロラクトン等の
エステル；エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート等の炭酸エステル；エチレン
グリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリ
コールモノブチルエーテル、エチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコール
ジエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモ
ノエチルエーテル、プロピレングリコールジメチルエーテル、プロピレングリコールジエ
チルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエ
チルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールジメチ
ルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル等の多価アルコールアルキルエーテ
ル；エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチル
エーテルアセテート、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、プロピレング
リコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセ
テート、ジエチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモ
ノエチルエーテルアセテート等の多価アルコールアルキルエーテルアセテート；Ｎ，Ｎ－
ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン等のアミ
ドなどが挙げられる。
【００８５】
　これらの中でも、溶解性及び沸点の観点から、芳香族炭化水素、アルコール、ケトン、
エステル、多価アルコールアルキルエーテルアセテート、アミドが好ましく、トルエン、
メタノール、エタノール、イソプロパノール、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイ
ソブチルケトン、シクロヘキサノン、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル、乳酸メチル
、乳酸エチル、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチル
エーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチル
エーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエー
テルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアセトアミドであることがより好ましい。
　また、クラッド材及びコア材は、（Ａ）成分及び（Ａ’）成分の製造の際に用いた有機
溶剤をそのまま含有していてもよい。
　有機溶剤は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　樹脂ワニス中の固形分濃度は、塗布容易性の観点から、通常、２０～８０質量％である
ことが好ましい。
【００８６】
　クラッド材及びコア材を樹脂ワニスとする際には、撹拌により混合することが好ましい
。撹拌方法には特に制限はないが、撹拌効率の観点からプロペラを用いた撹拌が好ましい
。撹拌する際のプロペラの回転速度には特に制限はないが、１０～１，０００ｒｐｍ（ｍ
ｉｎ－１）であることが好ましい。
【００８７】
　特に制限されるわけではないが、樹脂ワニスは、孔径５０μｍ以下のフィルタを用いて
濾過することが好ましい。孔径５０μｍ以下であると、大きな異物等が除去されて、ワニ
ス塗布時にはじき等を生じることがなく、またコア部を伝搬する光の散乱が抑制される傾
向にある。以上の観点から、孔径３０μｍ以下のフィルタを用いて濾過することがより好
ましく、孔径１０μｍ以下のフィルタを用いて濾過することがさらに好ましい。
　また、特に制限されるわけではないが、樹脂ワニスは減圧下で脱泡したものを用いるこ
とが好ましい。脱泡方法には、特に制限はなく、具体例としては、真空ポンプとベルジャ
ー、真空装置付き脱泡装置を用いる方法が挙げられる。減圧時の圧力には特に制限はない
が、樹脂ワニスに含まれる有機溶剤が沸騰しない圧力が好ましい。減圧脱泡時間には特に
制限はないが、３～６０分であることが好ましい。３分以上であると、樹脂ワニス内に溶
解した気泡を取り除ける傾向にある。６０分以下であると、樹脂ワニスに含まれる有機溶
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剤が揮発しにくい傾向にある。
【００８８】
　本発明のクラッド材又はコア材から形成される硬化フィルムの、温度２５℃における波
長８３０～８５０ｎｍの範囲での屈折率は、１．４００～１．７００であることが好まし
い。１．４００～１．７００であれば、通常の光学樹脂との屈折率が大きく異ならないた
め、光学材料としての汎用性が損なわれにくい傾向にある。以上の観点から、前記屈折率
は、１．４２５～１．６７５であることがより好ましく、１．４５０～１．６５０である
ことがさらに好ましい。
【００８９】
　本発明のクラッド材又はコア材から形成される厚み５０μｍの硬化フィルムの波長４０
０ｎｍでの透過率は８０％以上であることが好ましい。８０％以上であると、光の透過量
が十分であるといえる。同様の観点から、該透過率は８５％以上であることがさらに好ま
しい。なお、透過率の上限については特に制限はない。
【００９０】
［光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム及び光導波路コア部形成用樹脂フィルム］
　前記クラッド材及びコア材から、前記クラッド材を含有する光導波路クラッド層形成用
樹脂フィルム、及び前記コア材を含有する光導波路コア部形成用樹脂フィルムを形成する
ことができる。以下、本発明の光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム及び光導波路コア
部形成用樹脂フィルム（以下、光導波路形成用樹脂フィルムと総称することがある）につ
いて説明する。
【００９１】
　光導波路形成用樹脂フィルムは、前記クラッド材又はコア材を樹脂ワニスの状態で基材
（基材フィルム）に塗布し、次いで有機溶剤を除去することにより容易に製造することが
できる。また、有機溶剤を含有しないクラッド材又はコア材を、直接基材（基材フィルム
）に塗布することによってフィルムを製造してもよい。
【００９２】
　前記基材フィルムとしては、特に制限はなく、例えば、ポリエチレンテレフタレート、
ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル；ポリエチレ
ン、ポリプロピレン等のポリオレフィン；ポリカーボネート、ポリアミド、ポリイミド、
ポリアミドイミド、ポリエーテルイミド、ポリエーテルスルフィド、ポリエーテルスルホ
ン、ポリエーテルケトン、ポリフェニレンエーテル、ポリフェニレンスルフィド、ポリア
リレート、ポリスルホン、液晶ポリマーなどが挙げられる。
　これらの中でも、柔軟性及び強靭性の観点から、ポリエチレンテレフタレート、ポリブ
チレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリプロピレン、ポリカーボネート
、ポリアミド、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリフェニレンエーテル、ポリフェニレ
ンスルフィド、ポリアリレート、ポリスルホンが好ましい。
【００９３】
　基材フィルムの厚みは、目的とする柔軟性により適宜選択できるが、通常、３～２５０
μｍであることが好ましい。３μｍ以上であるとフィルム強度が十分となる傾向にあり、
２５０μｍ以下であると、十分な柔軟性が得られる傾向にある。以上の観点から、基材フ
ィルムの厚みは５～２００μｍであることがより好ましく、７～１５０μｍであることが
さらに好ましい。なお、クラッド材又はコア材との剥離性向上の観点から、シリコーン系
化合物、含フッ素化合物等により離型処理が施されたフィルムを用いてもよい。
【００９４】
　以上のようにして得られる光導波路形成用樹脂フィルムは、必要に応じて保護フィルム
を樹脂層（クラッド材又はコア材から形成される層を指し、以下、同様である。）上に貼
り付け、基材フィルム、樹脂層及び保護フィルムの順で積層された３層構造としてもよい
。これにより、本発明は、基材フィルムと、光導波路クラッド材を含有する樹脂層と、保
護フィルムとを有する光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムも提供する。
　該保護フィルムとしては、特に制限はなく、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポ
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リブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル；ポリエチレン
、ポリプロピレン等のポリオレフィンなどが挙げられる。これらの中でも、柔軟性及び強
靭性の観点から、ポリエチレンテレフタレート等のポリエステル；ポリエチレン、ポリプ
ロピレン等のポリオレフィンであることが好ましい。なお、樹脂層との剥離性向上の観点
から、シリコーン系化合物、含フッ素化合物等により離型処理が施されたフィルムを必要
に応じて用いてもよい。保護フィルムの厚みは、目的とする柔軟性により適宜変えてよい
が、１０～２５０μｍであることが好ましい。１０μｍ以上であるとフィルム強度が十分
であり、２５０μｍ以下であると十分な柔軟性が得られる。以上の観点から、１５～２０
０μｍであることがより好ましく、２０～１５０μｍであることがさらに好ましい。
【００９５】
　光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム及び光導波路コア部形成用樹脂フィルムの樹脂
層の厚みについては特に限定されないが、いずれも、乾燥後の厚みで、通常、５～５００
μｍであることが好ましい。５μｍ以上であると、厚みが十分であるため樹脂フィルム又
は該フィルムの硬化物の強度が十分となる傾向にあり、５００μｍ以下であると、乾燥を
十分に行えるため、樹脂フィルム中の残留溶媒量が増えることなく、該フィルムの硬化物
を加熱したときに発泡するのを抑制しやすくなる傾向にある。
【００９６】
　このようにして得られた光導波路形成用樹脂フィルムは、例えば、ロール状に巻き取る
ことによって容易に保存することができる。または、ロール状のフィルムを好適なサイズ
に切り出して、シート状にして保存することもできる。
【００９７】
［光導波路］
　以下、本発明の光導波路について図面を用いて説明する。
　図２は、本発明の光導波路の構成例を示す断面図である。
　図２の（ａ）に示すように、光導波路１は基材７上に形成され、高屈折率であるコア材
から形成されるコア部２、並びに、低屈折率であるクラッド材から形成される下部クラッ
ド層６及び上部クラッド層５で構成されている。
　本発明の光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムは、光導波路１の下部クラッド層６及
び上部クラッド層５のうち、少なくとも１つの形成に用いることが好ましく、両方に用い
ることが好ましい。また、前記光導波路コア部形成用樹脂フィルムは、コア部２の形成に
用いることが好ましい。このように、本発明は、コア部と、前記光導波路クラッド層形成
用樹脂フィルムを用いて形成したクラッド層とを有する光導波路を提供する。
【００９８】
　各クラッド層及びコア部の形成に前記光導波路形成用樹脂フィルムを用いることによっ
て、クラッド層とコア部の層間密着性、及びコアパターン形成時のパターン形成性（細線
又は狭線間対応性）をより向上させることができ、線幅及び線間の小さい微細パターンの
形成が可能となる。加えて、大面積の光導波路を一度に製造できるという生産性に優れた
プロセスを提供することが可能となる。
【００９９】
　光導波路１において、基材７として、例えば、シリコン基板、ガラス基板、又はＦＲ－
４等のガラスエポキシ樹脂基板のような硬い基板を用いることができる。光導波路１は、
上記基板の代わりに、柔軟性及び強靭性のある前記基材フィルムを用いて、フレキシブル
光導波路としてもよい。
【０１００】
　また、柔軟性及び強靭性のある基材フィルムを光導波路１のカバーフィルム８として機
能させてもよい。カバーフィルム８を配置することにより、カバーフィルム８の柔軟性及
び強靭性を光導波路１に付与することが可能となる。また、光導波路１が汚れ、傷等を受
けなくなるため、取り扱いやすさが向上する。
　以上の観点から、図２の（ｂ）のように、上部クラッド層５の外側にカバーフィルム８
が配置されていたり、図２の（ｃ）のように、下部クラッド層６及び上部クラッド層５の
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両方の外側にカバーフィルム８が配置されていたりしてもよい。
　光導波路１に柔軟性及び強靭性が十分に備わっているならば、図２の（ｄ）のように、
カバーフィルム８が配置されていなくてもよい。
【０１０１】
　下部クラッド層６の厚みに特に制限はないが、２～２００μｍであることが好ましい。
２μｍ以上であると、伝搬光をコア内部に閉じ込めやすくなる傾向にあり、２００μｍ以
下であると、光導波路１全体の厚みが大き過ぎずに程良くなる傾向にある。なお、下部ク
ラッド層６の厚みとは、コア部２と下部クラッド層６との境界から下部クラッド層６の下
面までの最短距離の平均値を指す。
　下部クラッド層形成用樹脂フィルムの厚みについては特に制限はなく、硬化後の下部ク
ラッド層６の厚みが上記の範囲となるように厚みが調整される。
【０１０２】
　コア部２の高さは、特に制限はないが、１０～１００μｍであることが好ましい。コア
部の高さが１０μｍ以上であると、光導波路形成後の受発光素子又は光ファイバとの結合
において位置合わせトレランスが小さくならない傾向にあり、１００μｍ以下であれば、
光導波路形成後の受発光素子又は光ファイバとの結合において、結合効率が小さくならな
い傾向にある。以上の観点から、コア部の高さは、１５～８０μｍであることがより好ま
しく、２０～７０μｍであることがさらに好ましい。なお、光導波路コア部形成用樹脂フ
ィルムの厚みについては特に制限はなく、硬化後のコア部の高さが上記の範囲となるよう
に厚みが調整される。
【０１０３】
　上部クラッド層５の厚みは、コア部２を埋め込むことができる範囲であれば、特に制限
はないが、乾燥後の厚みで、１２～５００μｍであることが好ましい。上部クラッド層５
の厚みとしては、最初に形成される下部クラッド層６の厚みと同一であっても異なっても
よいが、コア部２を埋め込むという観点から、下部クラッド層６の厚みよりも厚くするこ
とが好ましい。なお、上部クラッド層５の厚みとは、コア部２と下部クラッド層６との境
界から上部クラッド層５の上面までの最短距離の平均値を指す。
【０１０４】
　以上のようにして製造される本発明の導波路は、コア部において、コア部を形成するコ
ア材に、クラッド層を形成するクラッド材が混入して形成されてなる部位を有する。コア
部において、前記コア材に前記クラッド材が混入して形成されてなる部位が１０～９０体
積％を占めることが好ましく、２０～９０体積％を占めることがより好ましく、３０～９
０体積％を占めることがさらに好ましく、４０～９０体積％を占めることが特に好ましく
、さらには、５０～９０体積％、６０～９０体積％、６０～８０体積％を占めていること
も好ましい。
　また、クラッド層において、クラッド層を形成するクラッド材に、コア部を形成するコ
ア材が混入して形成されてなる部位を有していてもよい。
　本発明の光導波路は、波長８５０ｎｍにおける光伝搬損失として０．２５ｄＢ／ｃｍ以
下、さらには０．１５ｄＢ／ｃｍ以下を実現することができるため、光の損失が小さくな
り、伝送信号の強度が十分である。
【０１０５】
　以下、前記光導波路形成用樹脂フィルムを用いて光導波路１を製造する方法について説
明する。
　本発明の光導波路１を製造する方法としては、前述の通り、前記光導波路形成用樹脂フ
ィルムを用いて積層法により製造する方法が好ましい。
【０１０６】
　以下、光導波路形成用樹脂フィルムを下部クラッド層、コア部及び上部クラッド層に用
いて光導波路１を製造する方法について、図３を用いて説明する。
　まず、図３の（ａ）に示すように、第１の工程として光導波路クラッド層形成用樹脂フ
ィルムを基材７上に積層して下部クラッド層６を形成する。第１の工程における積層方式
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としては、ロールラミネータ、または平板型ラミネータを用いて加熱しながら圧着するこ
とにより積層する方法が挙げられるが、密着性及び追従性の観点から、平板型ラミネータ
を用いて減圧下で下部クラッド層形成用樹脂フィルムを積層することが好ましい。なお、
本発明において平板型ラミネータとは、積層材料を一対の平板の間に挟み、平板を加圧す
ることにより圧着させるラミネータのことを指し、例えば、真空加圧式ラミネータを好適
に用いることができる。ここでの加熱温度は、４０～１３０℃であることが好ましく、圧
着圧力は、０．１～１ＭＰａであることが好ましいが、これらの条件には特に制限はない
。光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムに保護フィルムが存在する場合には、保護フィ
ルムを除去した後に積層する。
　なお、真空加圧式ラミネータによる積層の前に、ロールラミネータを用いて、あらかじ
め光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを基材７上に仮貼りしておいてもよい。ここで
、密着性及び追従性向上の観点から、圧着しながら仮貼りすることが好ましく、圧着する
際、ヒートロールを有するラミネータを用いて加熱しながら行ってもよい。ラミネート温
度は、２０～１３０℃であることが好ましい。２０℃以上であると、下部クラッド層６を
形成するための樹脂フィルムと基材７との密着性が向上する傾向にあり、１３０℃以下で
あると、樹脂層がロールラミネート時に流動しすぎることがなく、必要とする膜厚が得ら
れやすい傾向にある。以上の観点から、ラミネート温度は４０～１００℃であることがよ
り好ましい。圧力は０．２～０．９ＭＰａであることが好ましく、ラミネート速度は０．
１～３ｍ／ｍｉｎであることが好ましいが、これらの条件には特に制限はない。
【０１０７】
　続いて、基材７上に積層された光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを光及び／又は
加熱により硬化し、光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムの基材フィルムを除去し、下
部クラッド層６を形成する。
　下部クラッド層６を形成する際の活性光線の照射量は、０．１～５Ｊ／ｃｍ２とするこ
とが好ましく、加熱温度は５０～２００℃とすることが好ましいが、これらの条件には特
に制限はない。
【０１０８】
　次いで、図３の（ｂ）に示すように、第２の工程として光導波路コア部形成用樹脂フィ
ルム９を第１の工程と同様な方法で積層する。ここで、光導波路コア部形成用樹脂フィル
ム９は下部クラッド層６を形成するための前記樹脂フィルムより高屈折率であるように設
計され、活性光線によりコアパターンを形成し得る感光性樹脂組成物からなることが好ま
しい。
【０１０９】
　次に、図３の（ｃ）に示すように、第３の工程としてコア部を露光し、光導波路のコア
パターン（コア部２）を形成する。具体的には、アートワークと呼ばれるネガ又はポジマ
スクパターンを有するフォトマスク１０を通して活性光線が画像状に照射される。また、
レーザ直接描画を用いてフォトマスク１０を通さずに直接活性光線を画像上に照射しても
よい。活性光線の光源としては、例えば、カーボンアーク灯、水銀蒸気アーク灯、超高圧
水銀灯、高圧水銀灯、キセノンランプ等の紫外線を有効に放射する公知の光源が挙げられ
る。また、他にも写真用フラッド電球、太陽ランプ等の可視光を有効に放射するものが挙
げられる。
　ここでの活性光線の照射量は、０．０１～１０Ｊ／ｃｍ２であることが好ましい。０．
０１Ｊ／ｃｍ２以上であると、硬化反応が十分に進行し、後述する現像工程によりコア部
２が流失しにくくなる傾向にあり、１０Ｊ／ｃｍ２以下であると、露光量過多によりコア
部２が太るということがなく、微細なパターンを形成しやすい傾向にある。以上の観点か
ら、０．０５～５Ｊ／ｃｍ２であることがより好ましく、０．１～３Ｊ／ｃｍ２であるこ
とがさらに好ましい。
　なお、コア部２の解像度及び密着性向上の観点から、露光後に加熱を行ってもよい。紫
外線照射から露光後の加熱までの時間は、１０分以内であることが好ましい。１０分以内
であると紫外線照射により発生した活性種が失活しにくい傾向にある。露光後加熱の温度



(29) JP 2017-187652 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

は４０～１６０℃であることが好ましく、時間は３０秒～１０分であることが好ましい。
【０１１０】
　露光後、図３の（ｄ）に示すように、光導波路コア部形成用樹脂フィルム９の基材フィ
ルムを除去し、アルカリ性水溶液、水系現像液等の前記コア部形成用樹脂フィルムの組成
に対応した現像液を用いて、例えば、スプレー、揺動浸漬、ブラッシング、スクラッピン
グ、ディップ及びパドル等の公知の方法により現像する。また、必要に応じて２種類以上
の現像方法を併用してもよい。
【０１１１】
　上記アルカリ性水溶液の塩基としては、特に制限はないが、例えば、リチウム、ナトリ
ウム又はカリウムの水酸化物等の水酸化アルカリ；リチウム、ナトリウム、カリウム若し
くはアンモニウムの炭酸塩又は重炭酸塩等の炭酸アルカリ；リン酸カリウム、リン酸ナト
リウム等のアルカリ金属リン酸塩；ピロリン酸ナトリウム、ピロリン酸カリウム等のアル
カリ金属ピロリン酸塩；ホウ砂、メタケイ酸ナトリウム等のナトリウム塩；水酸化テトラ
メチルアンモニウム、トリエタノールアミン、エチレンジアミン、ジエチレントリアミン
、２－アミノ－２－ヒドロキシメチル－１，３－プロパンジオール、１，３－ジアミノプ
ロパノール－２－モルホリン等の有機塩基などが挙げられる。現像に用いるアルカリ性水
溶液のｐＨは９～１１であることが好ましく、その温度は光導波路コア部形成用樹脂フィ
ルムの現像性に合わせて調節される。また、アルカリ性水溶液中には、表面活性剤、消泡
剤、及び現像を促進させるための少量の有機溶剤等を混入させてもよい。
【０１１２】
　前記水系現像液としては、水又はアルカリ性水溶液と１種類以上の有機溶剤からなるも
のであれば特に制限はない。水系現像液のｐＨは、前記コア部形成用樹脂フィルムの現像
が充分にできる範囲でできるだけ小さくすることが好ましく、ｐＨ８～１２であることが
好ましく、ｐＨ９～１０であることが特に好ましい。
　該有機溶剤としては、例えば、メタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノー
ル、エチレングリコール、プロピレングリコール等のアルコール；アセトン、４－ヒドロ
キシ－４－メチル－２－ペンタノン等のケトン；エチレングリコールモノメチルエーテル
、エチレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、
プロピレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、
ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル等
の多価アルコールアルキルエーテルなどが挙げられる。
　これらは、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　有機溶剤の濃度は、通常、２～９０質量％であることが好ましく、その温度は光導波路
コア部形成用樹脂フィルムの現像性に合わせて調節される。また、水系現像液中には、界
面活性剤、消泡剤等を少量混入させてもよい。
【０１１３】
　現像後の処理として、酸性水溶液等の洗浄液を用いて洗浄処理を行ってもよい。洗浄方
法としては、特に制限はないが、例えば、スプレー法、ディップ法、パドル法、スピン法
、ブラッシング法、スクラッピング法等が挙げられる。また必要に応じてこれらの洗浄方
法を併用してもよい。
【０１１４】
　前記酸性水溶液の酸としては特に制限はなく、例えば、硫酸、塩酸、硝酸、リン酸等の
無機酸；ギ酸、酢酸、マロン酸、コハク酸等のカルボン酸；乳酸、サリチル酸、リンゴ酸
、酒石酸、クエン酸等のヒドロキシ酸などが挙げられる。酸は、１種を単独で使用しても
よいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、酸性度が高い、揮発性が低い、酸
化力が小さいという観点から、硫酸が好ましい。
【０１１５】
　洗浄に用いる酸性水溶液のｐＨは、０を超え５以下であることが好ましい。０を超える
ものであれば、酸性度、腐食性が強すぎることがなく、５以下であれば、コアパターン内
に残存した不安定な１価の塩を、元の酸性官能基に効果的に変換することができる。以上
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の観点から、酸性水溶液のｐＨは０．１～４であることがより好ましく、０．３～３であ
ることがさらに好ましい。酸性水溶液の温度はｐＨに合わせて調節される。また酸性水溶
液中には、有機溶剤、表面活性剤、消泡剤等を混入させてもよい。
【０１１６】
　また、現像後の処理として、必要に応じて、水と前記有機溶剤からなる洗浄液を用いて
光導波路のコア部２を洗浄してもよい。該有機溶剤は、１種を単独で使用してもよいし、
２種以上を併用してもよい。有機溶剤の濃度は通常、２～９０質量％とすることが好まし
く、その温度は光導波路コア部形成用樹脂フィルムの現像性に合わせて調節される。
【０１１７】
　現像後又は洗浄後の処理として、一般的には６０～２５０℃程度の加熱又は０．１～１
，０００ｍＪ／ｃｍ２程度の露光を行うことにより、コア部２をさらに硬化することがあ
るが、本発明においては、当該処理を行なわずに、コア部の硬化を進めない状態で以下の
上部クラッド層５を形成することが好ましい。これにより、クラッド材がコア部へ効率的
に浸透し易くなる傾向にある。
【０１１８】
　続いて、図３の（ｅ）に示すように、第４の工程として、光導波路クラッド層形成用樹
脂フィルムを第１及び第２の工程と同様の方法で積層して上部クラッド層５を形成する。
ここで、光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムは、光導波路コア部形成用樹脂フィルム
よりも低屈折率である。また、上部クラッド層５の厚みは、コア部２の高さより大きくす
ることが好ましい。
　次いで、第１の工程と同様な方法で光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを光及び／
又は熱によって硬化し、上部クラッド層５を形成する。
　上記クラッド層形成用樹脂フィルムの基材フィルムがポリエチレンテレフタレート（Ｐ
ＥＴ）の場合、活性光線の照射量は、０．１～５Ｊ／ｃｍ２であることが好ましい。一方
、基材フィルムがポリエチレンナフタレート、ポリアミド、ポリイミド、ポリアミドイミ
ド、ポリエーテルイミド、ポリフェニレンエーテル、ポリエーテルスルフィド、ポリエー
テルスルホン又はポリスルホン等の場合、ＰＥＴに比べて紫外線等の短波長の活性光線を
通しにくいことから、活性光線の照射量は、０．５～３０Ｊ／ｃｍ２であることが好まし
い。０．５Ｊ／ｃｍ２以上であると、硬化反応が十分に進行する傾向にあり、３０Ｊ／ｃ
ｍ２以下であると、光照射の時間を低減できる傾向にある。以上の観点から、３～２７Ｊ
／ｃｍ２であることがより好ましく、５～２５Ｊ／ｃｍ２であることがさらに好ましい。
　なお、より硬化させるために、両面から同時に活性光線を照射することが可能な両面露
光機を使用することができる。また、加熱をしながら活性光線を照射してもよい。活性光
線照射中及び／又は照射後の加熱温度は５０～２００℃であることが好ましいが、これら
の条件には特に制限はない。
　上部クラッド層５を形成後、必要であれば基材フィルムを除去して、光導波路１を作製
することができる。
【０１１９】
　本発明の光導波路は、透明性及び光伝搬性に優れているため、光モジュールの光伝送路
として用いてもよい。光モジュールの形態としては、例えば、光導波路の両端に光ファイ
バを接続した光ファイバ付き光導波路、光導波路の両端にコネクタを接続したコネクタ付
き光導波路、光導波路とプリント配線板と複合化した光電気複合基板、光導波路と光信号
と電気信号を相互に変換する光／電気変換素子を組み合わせた光電気変換モジュール、光
導波路と波長分割フィルタを組み合わせた波長合分波器等が挙げられる。なお、光電気複
合基板において、複合化するプリント配線板としては、特に制限はなくガラスエポキシ基
板等のリジッド基板、ポリイミド基板などのフレキシブル基板のどちらを用いてもよい。
【実施例】
【０１２０】
　次に、下記の実施例により本発明をさらに詳しく説明するが、これらの実施例は本発明
をいかなる意味においても制限するものではない。
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【０１２１】
［粘度測定］
　クラッド材に用いる成分の６５℃における粘度は、以下の条件にて測定した。
　装置：レオメータ「Ｐａｙｓｉｃａ　ＭＣＲ３０１」（Ａｎｔｏｎ　Ｐａａｒ社製）
　条件：測定は温度２５℃から１００℃まで昇温１０℃／ｍｉｎ、歪み１％、周波数１Ｈ
ｚの条件で複素粘度を測定し、６５℃における粘度を得た。
【０１２２】
合成例１
［（Ａ）クラッド層形成用ポリマー；（メタ）アクリルポリマー（Ａ－１）の作製］
　撹拌機、冷却管、ガス導入管、滴下漏斗、及び温度計を備えたフラスコに、メチルエチ
ルケトン１００質量部を投入し、窒素ガスを導入しながら撹拌を行った。液温を６５℃に
上昇させ、共重合モノマーとして、メタクリル酸３０質量部、メタクリル酸メチル３５質
量部、メタクリル酸ｎ－ブチル３５質量部［メタクリル酸：メタクリル酸メチル：メタク
リル酸ｎ－ブチル（モル比）＝０．３５：０．３５：０．２５］、２，２’－アゾビス（
２，４－ジメチルバレロニトリル）３質量部及びメチルエチルケトン８５質量部の混合物
を、３時間かけて滴下後、６５℃で３時間撹拌し、さらに９５℃で１時間撹拌を続けて、
（メタ）アクリルポリマー（Ａ－１）溶液（固形分濃度：３５質量％）を得た。
【０１２３】
［重量平均分子量の測定］
　（メタ）アクリルポリマー（Ａ－１）の重量平均分子量（標準ポリスチレン換算）をＧ
ＰＣ（構成装置：東ソー株式会社製のオンラインデガッサ「ＳＤ－８０２２」、デュアル
ポンプ「ＤＰ－８０２０」及び示差屈折率検出器「ＲＩ－８０２０」）を用いて測定した
結果、８０，０００であった。なお、カラムは日立化成株式会社製「Ｇｅｌｐａｃｋ　Ｇ
Ｌ－Ａ１５０－Ｓ」及び「Ｇｅｌｐａｃｋ　ＧＬ－Ａ１６０－Ｓ」を使用した。溶離液と
してはテトラヒドロフランを用い、サンプル濃度０．５ｍｇ／ｍｌとし、溶出速度を１ｍ
ｌ／分として測定した。
【０１２４】
合成例２
［（Ａ’）コア部形成用ポリマー；（メタ）アクリルポリマー（Ａ’－１）の作製］
　撹拌機、冷却管、ガス導入管、滴下漏斗、及び温度計を備えたフラスコに、プロピレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート４７質量部及び乳酸メチル２４質量部を秤量し
、窒素ガスを導入しながら撹拌を行った。液温を６５℃に上昇させ、メチルメタクリレー
ト３４質量部、ベンジルメタクリレート３４質量部、２－ヒドロキシエチルメタクリレー
ト１４質量部、メタクリル酸１８質量部［メチルメタクリレート：ベンジルメタクリレー
ト：２－ヒドロキシエチルメタクリレート：メタクリル酸（モル比）＝０．３４：０．１
９：０．１１：０．２１］、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）２
．５質量部、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート４３質量部、及び乳酸
メチル２４質量部の混合物を３時間かけて滴下後、６５℃で３時間撹拌し、さらに９５℃
で１時間撹拌を続けて、（メタ）アクリルポリマー（Ａ’－１）溶液（固形分濃度：４３
質量％）を得た。
　合成例１と同様の方法で、（メタ）アクリルポリマー（Ａ’－１）の重量平均分子量を
測定した結果、３４，０００であった。また、以下の方法に従って測定した酸価は、１２
０ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
［酸価の測定］
　酸価は（メタ）アクリルポリマー（Ａ’－１）溶液を中和するのに要した０．１ｍｏｌ
／Ｌ水酸化カリウム水溶液量から算出した。このとき、指示薬として添加したフェノール
フタレインが無色からピンク色に変色した点を中和点とした。
【０１２５】
実施例１
［光導波路クラッド材１の調合］
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　（Ａ）成分として、合成例１で得た（メタ）アクリルポリマー（Ａ－１）溶液１４３質
量部（固形分換算で５０質量部）、（Ｂ）成分として、ポリエチレングリコールジアクリ
レート（新中村化学工業株式会社製「Ａ－４００」、６５℃における粘度が１１ｍＰａ・
ｓであり、（Ｂ１）成分に相当する。）４５質量部及びペンタエリスリトールトリアクリ
レート（共栄社化学株式会社製「ＰＥ－３Ａ」、６５℃における粘度が３０ｍＰａ・ｓで
あり、（Ｂ２）成分に相当する。）５質量部、（Ｃ）成分として、ビス（２，４，６－ト
リメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキシド（ＢＡＳＦジャパン株式会社製「イル
ガキュア８１９」）１質量部を広口のポリ瓶に秤量し、撹拌機を用いて、温度２５℃、回
転数４００ｒｐｍの条件で６時間撹拌し、樹脂ワニス状の光導波路クラッド材１を得た。
　該光導波路クラッド材１は、孔径２μｍのポリフロンフィルタ（アドバンテック東洋株
式会社製「ＰＦ０２０」）及び孔径０．５μｍのメンブレンフィルタ（アドバンテック東
洋株式会社製「Ｊ０５０Ａ」）を用いて、温度２５℃、圧力０．４ＭＰａの条件で、得ら
れた樹脂ワニスを加圧濾過し、続いて、真空ポンプ及びベルジャーを用いて減圧度５０ｍ
ｍＨｇの条件で１５分間減圧脱泡してから、後述の樹脂フィルムの製造に用いた。
【０１２６】
［光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム１の作製］
　上記で得られた光導波路クラッド材１を、ＰＥＴフィルム（東洋紡株式会社製「コスモ
シャインＡ４１００」、厚み５０μｍ）の非処理面上に、塗工機（株式会社ヒラノテクシ
ード製「マルチコーターＴＭ－ＭＣ」）を用いて塗布した。１００℃で２０分乾燥した後
、保護フィルムとして表面離型処理ＰＥＴフィルム（帝人デュポンフィルム株式会社製「
ピューレックスＡ３１」、厚み２５μｍ）を貼付け、光導波路クラッド層形成用樹脂フィ
ルム１を得た（以下、光導波路クラッド層形成用樹脂フィルムを「クラッドフィルム」と
も称する。）。このとき樹脂層の厚みは、塗工機のギャップを調節することで任意に調整
可能であり、本実施例では使用した下部クラッド層の厚みに付いては、実施例中に記載す
る。また、下部クラッド層の硬化後の膜厚と塗工後の膜厚は同一であった。本実施例で用
いた上部クラッド層形成用樹脂フィルムの膜厚についても実施例中に記載する。実施例中
に記載する上部クラッド層形成用樹脂フィルムの膜厚は塗工後の膜厚とする。
【０１２７】
実施例２及び比較例１
［光導波路クラッド材２及び３の調合］
　実施例１において、（Ｂ）成分として、ポリエチレングリコールジアクリレート（新中
村化学工業株式会社製「Ａ－４００」）の代わりに、ポリエチレングリコールジアクリレ
ート（新中村化学工業株式会社製「Ａ－６００」、６５℃における粘度が１８ｍＰａ・ｓ
であり、（Ｂ１）成分に相当する。）、及びトリス－（２－アクリロキシエチル）イソシ
アヌレート（新中村化学工業株式会社製「Ａ－９３００」、６５℃における粘度が６１０
ｍＰ・ｓ）を用いたこと以外は同様にして、それぞれ光導波路クラッド材２及び３を得た
。
［光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム２及び３の作製］
　実施例１において、光導波路クラッド材１の代わりに光導波路クラッド材２及び３を用
いたこと以外は同様にして、光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム２及び３を作製した
。
【０１２８】
参考例１
［光導波路コア材１の調合］
　（Ａ’）成分として、合成例２で得た（メタ）アクリルポリマー（Ａ’－１）溶液１４
０質量部（固形分換算で６０質量部）、（Ｂ’）成分として、下記のエトキシ化ビスフェ
ノールＡジアクリレート（日立化成株式会社製「ファンクリルＦＡ－３２４Ａ」）４０質
量部、
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【化５】

さらに（Ｃ’）成分として、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフ
ィンオキシド（ＢＡＳＦジャパン株式会社製「イルガキュア８１９」）１質量部を広口の
ポリ瓶に秤量し、撹拌機を用いて、温度２５℃、回転数４００ｒｐｍの条件で、６時間撹
拌して、樹脂ワニス状の光導波路コア材１を調合した。
　該光導波路コア材１は、孔径２μｍのポリフロンフィルタ（アドバンテック東洋株式会
社製「ＰＦ０２０」）及び孔径０．５μｍのメンブレンフィルタ（アドバンテック東洋株
式会社製「Ｊ０５０Ａ」）を用いて、温度２５℃、圧力０．４ＭＰａの条件で加圧濾過し
、続いて、真空ポンプ及びベルジャーを用いて減圧度５０ｍｍＨｇの条件で１５分間減圧
脱泡してから、後述の樹脂フィルムの製造に用いた。
【０１２９】
［光導波路コア部形成用樹脂フィルム１の作製］
　上記で得られた光導波路コア材１を、ＰＥＴフィルム（東洋紡株式会社製「コスモシャ
インＡ１５１７」、厚み１６μｍ）の非処理面上に塗工機（株式会社ヒラノテクシード製
「マルチコーターＴＭ－ＭＣ」）を用いて塗布した。１００℃で２０分乾燥した後、保護
フィルムとして離型ＰＥＴフィルム（帝人デュポンフィルム株式会社製「ピューレックス
Ａ３１」、厚み２５μｍ）を貼付け、光導波路コア部形成用樹脂フィルム１を得た（以下
、光導波路コア部形成用樹脂フィルムを「コアフィルム」とも称する。）。このとき樹脂
層の厚みは、塗工機のギャップを調節することで任意に調整可能であるが、本実施例では
硬化後の膜厚が、５０μｍとなるように調節した。
【０１３０】
（波長８５０ｎｍにおける光線透過率の測定）
　保護フィルム（ピューレックスＡ３１）を除去した前記光導波路コア部形成用樹脂フィ
ルム１を、スライドガラス（サイズ：７６ｍｍ×２６ｍｍ、厚さ：１ｍｍ）上に前記真空
ラミネータを用いて、圧力０．４ＭＰａ、温度５０℃及び加圧時間３０秒の条件で積層し
た。次いで、前記紫外線露光機にて紫外線（波長３６５ｎｍ）を１，０００ｍＪ／ｃｍ２

照射し、さらに１６０℃で１時間加熱し、光線透過率測定用のサンプルを作製した。この
サンプルの波長８５０ｎｍにおける光線透過率を、分光光度計（株式会社日立ハイテクノ
ロージーズ製、「Ｕ－３３１０」）を用いて測定したところ、９９．８％であった。
【０１３１】
（全光線透過率、ＹＩ値、及びヘイズの測定）
　前記光線透過率測定用のサンプルを用いて、全光線透過率、ＹＩ（Ｙｅｌｌｏｗｎｅｓ
ｓ　Ｉｎｄｅｘ）、及びヘイズを測定した。測定には色度計（日本電飾工業株式会社製「
ＣＯＨ－３００Ａ」）を使用した。ＹＩ値は０．１５以下が好ましく、０．１以下がより
好ましい。
　全光線透過率は９９．６％、ＹＩ値は０．０９、ヘイズは０．１％であった。
【０１３２】
実施例３
［光導波路の製造］
　真空加圧式ラミネータ（株式会社名機製作所製「ＭＶＬＰ－５００／６００」）を用い
、圧力０．４ＭＰａ、温度８０℃及び加圧時間３０秒の条件で、保護フィルムを除去した
実施例１で得た光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム１（クラッド層樹脂厚さ：１５μ
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厚０．６ｍｍ、銅箔はエッチングにより除去）上に積層した。
　次に、紫外線露光機（大日本スクリーン株式会社製「ＭＡＰ－１２００－Ｌ」）を用い
、紫外線（波長３６５ｎｍ）を４，０００ｍＪ／ｃｍ２照射後、基材フィルム（コスモシ
ャインＡ４１００）を除去し、下部クラッド層６を形成した。
【０１３３】
　続いて、ロールラミネータ（日立化成テクノプラント株式会社製「ＨＬＭ－１５００」
）を用い、保護フィルムを除去した参考例１で得た光導波路コア部形成用樹脂フィルム１
を、下部クラッド層６上に、圧力０．５ＭＰａ、温度５０℃、速度０．２ｍ／ｍｉｎの条
件で積層した。
　次いで、幅３５μｍの光導波路形成用パターンを有するネガ型フォトマスクを介し、前
記紫外線露光機で紫外線（波長３６５ｎｍ）を１，８００ｍＪ／ｃｍ２照射して、コア部
２を露光した。基材フィルム（コスモシャインＡ１５１７）を除去した後、スプレー式現
像装置（株式会社山縣機械製「ＲＸ－４０Ｄ」）を用い、１質量％炭酸ナトリウム水溶液
にて温度３０℃、スプレー圧０．１５ＭＰａ、現像時間９０秒の条件で現像した。続いて
、０．３質量％硫酸水溶液（ｐＨ１）を用いて洗浄した後、さらに純水にて洗浄し、コア
パターンを形成した。
【０１３４】
　次に、前記真空加圧式ラミネータを用い、保護フィルムを除去した実施例１で得た光導
波路クラッド層形成用樹脂フィルム１（クラッド層樹脂厚さ：７０μｍ）を、コア部２及
び下部クラッド層６上に、圧力０．４ＭＰａ、温度８０℃及び加圧時間３０秒の条件で積
層した。紫外線（波長３６５ｎｍ）を４，０００ｍＪ／ｃｍ２照射し、基材フィルム（コ
スモシャインＡ４１００）を除去し、上部クラッド層５を形成し、図１（ａ）に示す光導
波路１を得た。その後、ダイシングソー（株式会社ディスコ製「ＤＡＤ－３４１」）を用
いて長さ１０ｃｍのリジッド光導波路を切り出した。下記測定方法に従って、得られた光
導波路の光伝搬損失を測定した。結果を表１に示す。
【０１３５】
［光伝搬損失の測定］
　光導波路の光伝搬損失を、光源に波長８５０ｎｍを中心波長とするＶＣＳＥＬ（ＥＸＦ
Ｏ社製「ＦＬＳ－３００－０１－ＶＣＬ」）、受光センサ（株式会社アドバンテスト製「
Ｑ８２２１４」）、入射ファイバ（ＳＩ－１０／１２５シングルモードファイバ、ＮＡ＝
０．１４）、及び出射ファイバ（ＳＩ－１１４／１２５、ＮＡ＝０．２２）を用いて測定
した。光伝搬損失は、光損失測定値（ｄＢ）を光導波路長（１０ｃｍ）で割ることにより
算出し、以下の基準で評価した。
　　Ａ：０．１０ｄＢ／ｃｍ以下
　　Ｂ：０．１０ｄＢ／ｃｍより大きく、０．１５ｄＢ／ｃｍ以下
　　Ｃ：０．１５ｄＢ／ｃｍより大きい
【０１３６】
実施例４及び比較例２
　実施例３において、光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム１の代わりに、実施例２及
び比較例１で得た光導波路クラッド層形成用樹脂フィルム２及び３（厚みは実施例３と同
じ）を用いたこと以外は同様にして光導波路を製造し、光伝搬損失を測定した。結果を表
１に示す。
【０１３７】
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【表１】

【０１３８】
［コア部内部の屈折率変化の測定］
実施例５
　上記で作製した光導波路における、コア部の内部の屈折率分布を確認するために、下記
のようなサンプルを作製し、屈折率を測定し、屈折率分布について評価した。
【０１３９】
（サンプルＢの作製及び屈折率測定）
（１）コアパターンの形成
　ポリイミド基板（東レ・デュポン（株）社製「カプトン２００ＥＮ」、サイズ：６０×
２０ｍｍ、厚さ：５０μｍ）上に、ロールラミネータ（日立化成テクノプラント株式会社
製「ＨＬＭ－１５００」）を用い、保護フィルムを除去したコアフィルム１（厚み：５μ
ｍ）を、圧力０．５ＭＰａ、温度５０℃、速度０．２ｍ／ｍｉｎの条件で積層した。次い
で、紫外線露光機で紫外線（波長３６５ｎｍ）を１０００ｍＪ／ｃｍ２照射して、コアフ
ィルム１を露光した。露光後、コアフィルム１の基材フィルム（コスモシャインＡ１５１
７）を除去した後、スプレー式現像装置（株式会社山縣機械製「ＲＸ－４０Ｄ」）を用い
、１質量％炭酸ナトリウム水溶液にて温度３０℃、スプレー圧０．１５ＭＰａ、現像時間
９０秒の条件で現像した。続いて、０．３質量％硫酸水溶液（ｐＨ１）を用いて洗浄した
後、さらに純水にて洗浄した。
（２）上部クラッド層の形成
　続いて、クラッドフィルム１（厚み：７０μｍ）を、上記現像後のコアフィルム１上に
、ロールラミネータ（日立化成テクノプラント株式会社製「ＨＬＭ－１５００」）を用い
、圧力０．５ＭＰａ、温度５０℃、速度０．２ｍ／ｍｉｎの条件で積層し、紫外線露光機
で紫外線（波長３６５ｎｍ）を４０００ｍＪ／ｃｍ２照射した。
（３）屈折率の測定
　次いで、樹脂層（すなわち、コアフィルム１由来のコア材及びクラッドフィルム１由来
のクラッド材）をポリイミド基板から剥がし、これをサンプルＢとした。
　サンプルＢのポリイミド基板と接していた面（コアフィルム１側）をプリズム結合式屈
折率計（Ｍｅｔｒｉｃｏｎ社製「Ｍｏｄｅｌ２０２０」）を用いて屈折率を測定し、屈折
率Ｂとした。
【０１４０】
（サンプルＡ、Ｃ、Ｄの作製及び屈折率測定）
サンプルＡ：上記サンプルＢの作製の「（２）上部クラッド層の形成」で使用したクラッ
ドフィルム１（厚み：７０μｍ）を、紫外線露光機で紫外線（波長３６５ｎｍ）を４００
０ｍＪ／ｃｍ２照射したものをサンプルＡとした。得られたサンプルＡについて、サンプ
ルＢと同様の条件で屈折率を測定し、屈折率Ａ（クラッド材１の屈折率）とした。
サンプルＣ及びＤ：コアフィルム１の厚みを１０μｍ及び１５μｍに変更したコアフィル
ム２及び３を準備した。次いで、サンプルＢの作製において、コアフィルム１を、各々コ
アフィルム２及び３に変更したこと以外は、サンプルＢと同様にして、サンプルＣ及びＤ
を作製した。得られたサンプルＣ及びＤについて、サンプルＢと同様の条件で屈折率を測
定し、屈折率Ｃ及びＤとした。
【０１４１】
実施例６及び比較例３
　実施例５において、クラッドフィルム１の代わりに、実施例２及び比較例１で得たクラ
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してサンプルＡ～Ｄを作製し、屈折率Ａ～Ｄを測定した。結果を表２に示す。
【０１４２】
【表２】

【０１４３】
　表２の結果から、本発明のクラッド材を用いた実施例５及び６で作製した光導波路のコ
ア部（コアパターン）の屈折率は、上部クラッド層からの距離が０μｍから１５μｍとな
るにしたがい、徐々に（緩やかに）屈折率が変化していることが分かる。すなわち、本発
明で得られた光導波路は、コアパターン外周周辺部４からコアパターン中心部へかけて屈
折率が徐々に（緩やかに）変化し、そのため、従来の光導波路に比べて、より一層の光伝
搬損失の低減が可能となったものと推察する。
【産業上の利用可能性】
【０１４４】
　本発明の光導波路クラッド材は光伝搬損失の低減が可能であるため、光導波路のクラッ
ド層の材料として有用である。
【符号の説明】
【０１４５】
１　光導波路
２　コア部
３　コアパターン中心部
４　コアパターン外周周辺部
５　上部クラッド層
６　下部クラッド層
７　基材
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